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序文 

 

 

本書は，JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study，日本老年学的評価研究）プロジェクトに

よって2016年に実施された「健康とくらしの調査」をまとめた最終報告書です． 

本調査の目的は，介護保険者の 1）介護保険事業計画策定に向けた基礎資料の提供，2）介護予防事業

の重点課題や重点対象地域の特定化，3）新たな介護予防事業の手がかりの抽出のサポートなどがありま

す．また，学術的貢献として，「地域診断書」などの介護予防政策マネジメント支援システムの開発と縦

断研究による介護予防政策の科学的エビデンスづくりの意義をもちます． 

JAGES調査は2016年度調査で6回目を迎えました．第1回は2市町における1999年度予備的調査，第2

回の2003-04年度と第3回の2006-07年度調査では，主に愛知県下の市町村を対象としたAGES（Aichi 

Gerontological Evaluation Study，愛知老年学的評価研究）プロジェクトが始動しました．対象が全国 

31市町村に拡大した第4回の2010年度調査からはJAGESプロジェクトに改称しました．第5回の2013年

度調査では，全国30市町村の14万人弱から回答をいただき（回収率約70％），2016年度調査では，全国39

市 町村に居住する30万人弱の高齢者を対象に郵送調査を行い，約20万人の高齢者から回答を得ています

（回収率約70％）．  

本報告書は5部構成となっております．第1部ではJAGES2016年度調査と地域診断支援システムの概要

について，第2部では，地域包括ケアを巡る厚生労働省の政策動向について掲載しております．第3部で

は地域診断書利用マニュアルについて，第4部では自治体ごとの地域診断とそこから見えてくる主な課題

の確認が可能となっております．第5部ではJAGES2016年度調査および経年変化データの集計結果を載

せております． 

JAGESプロジェクトは，これまで厚生労働省をはじめとする介護予防政策，健康政策の立案・見直し

への有益な科学的知見を提供してきました．とりわけ，介護予防マニュアルの改訂，「ソーシャル・キャ

ピ タル（地域のつながり）」が「健康格差の縮小」に寄与しうるとした「健康日本21（第二次）」，国土交 

通省「健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン」の参考資料などに本プロジェクトの研究成果 

が報告されています． 

本プロジェクトがこれほどの大規模調査へと拡大し，学術的な成果も生み出してこられたのは一重に，

多くの研究助成機関，調査費用の一部をご負担いただいた市町村の自治体職員の方々，ご回答いただい

た高齢者の皆さまのご理解とご協力による多大なご尽力によるものです．調査にご協力いただいた高齢

者の皆様，市町村・広域連合担当者，並びに研究助成団体に深謝いたします． 

 

 

 

JAGESプロジェクト代表  

千葉大学 予防医学センター 社会予防医学研究部門  

国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 老年学評価研究部  

近藤克則 
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I. 概要 

1. はじめに

厚生労働省は，第 6 期介護保険事業計画において，団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となる

2025 年を目途に，住み慣れた地域で自分らしい生活を最期まで続けられることを目的とした地域包

括ケアシステムの構築を推進した．内閣府が示す「経済財政運営と改革の基本方針 2015」では，医

療・介護提供体制の適正化が挙げられており，計画の PDCA(Plan-Do-Check-Act:計画-実行-評価-改

善)マネジメントの実施や要介護認定率・一人当たり介護給付費の地域差の分析とその制度的対応が

求められている．本書は，これまでの JAGES (Japan Gerontological Evaluation Study: 日本老年

学的評価研究 )プロジェクトの研究知見および 2016 年「健康とくらしの調査」をまとめたものであ

る．第 7 期介護保険事業計画に向けて，計画策定主体である保険者の基礎資料となることが見込ま

れる． 

2. JAGES2016 年度調査と地域診断支援システムの概要

(1)  背景 

 厚生労働省は「健康日本 21（第二次）」において，健康格差の縮小 (日常生活に制限のない期間の

平均の都道府県格差の縮小)を重要課題の 1 つとして明記している 1)．2014 年の介護保険制度改正で

は，地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実が挙げられ，2017 年改正内容には，

自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進として，保険者が地域の課題を分

析し介護保険事業 (支援)計画を策定することが含まれている 2)．このため，保険者が健康格差是正

および介護予防に果たす役割は多大といえる． 

 JAGES では，高齢者に焦点をあて，健康格差の実態および健康の社会的決定要因を明らかにする

ことにより，介護予防・日常生活支援総合事業計画の基礎資料とすることを一つの目的としている．

データは個人レベルだけでなく地域レベルでも収集しており，日常生活圏域毎の特性を考慮した介

護保険事業計画策定に有用といえる．また，2016 年には評価指標の改善および課題抽出後の行動フ

レームワークの見直しを行った (図 1 参照)3)．これにより，この章で示す「見える化」システムに関

わる地域診断指標，および保険者が介護予防事業において PDCA を含むマネジメントの評価を行う

ために有用な介護予防プロセス評価指標を作成した．本章では，協力の得られた全国の 39 市町にお

いて，65 歳以上の高齢者を対象として実施された JAGES 2016 年度調査の概要について解説する． 

図 1政策評価指標群のフレームワークと「介護予防プロセス評価指標」と「地域診断指標」 



4 

(2) データの収集 

 本調査は，全国 19 都道府県 34 介護保険者 39 市町の協力を得て実施した (図 2 参照)．要介護認

定を受けていない 65 歳以上の高齢者 279,661 人に調査票を配布し，196,438 人から回答を得た (回

収率 70.2％)． 

 調査は郵送による自記式の調査票を用いた．調査項目はコア項目とバージョン項目の 2 種類に分

かれている．コア項目は全ての対象者に，8 種類に分類されるバージョン項目は各市町内でランダム

に対象者に割り付けた．コア項目は，個人及び地域レベルの特性を包含する質問項目で構成されて

おり，バージョン項目はコア項目よりさらに踏み込んだ探索的な内容で成っている．調査票は，A3

用紙 2 つ折り全 16 ページである． 

 分析は，市町および小地域を単位とした地域レベルの集計値を基に，地域間での各項目の割合比

較や差異・特徴を検証した．なお，小地域は都市規模によって政策立案の単位が異なること，一地域

当たりのサンプル数の関係上，中小規模の保険者では小学校区，大都市では日常生活圏域（包括区）

や行政区を用いた． 

 地図を用いた「見える化」ツールには，Geo Wise 社のインスタント・アトラス (InstantAtlasTM)

を使用した．同ソフトで作成した「地域診断支援システム (地域診断書・手がかり発見ツール)」お

よび Excel で作成した「重点対象地域選定シート」は JAGES ホームページ https://www.jages.net/

より，”健康とくらしの調査”の保険者共同ルームよりアクセスすることが可能である． 

図 2  JAGES2016 年度調査フィールド 

https://www.jages.net/
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II. 地域包括ケアを巡る厚生労働省の政策動向
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III. 地域診断書利用マニュアル

1. 地域診断書へのアクセス

市町村・小地域毎の男女差や高齢化率を考慮するため，対象グループを男性，女性，前期高齢者・

後期高齢者，全高齢者，年齢調整後全高齢者から選択し，閲覧することが可能である．なお，下に示

す地域診断書は 2017 年 6 月時点の暫定版であり，今後順次更新していく予定である． 

効率的および効果的に介護予防事業を展開する一つの方法として，地域の重点課題や重点対象地

域に選択的に介入をすることが挙げられる．それぞれの地域が持つ課題だけではなく資源 (強み)を

見出すため，本調査で得られたデータを基に「地域診断書」を作成し，市町間および市町内比較を行

った．ここでは，地域診断書の見方を説明する． 

サイトへのアクセス方法 

サイトへのアクセス方法については以下のとおりである. 
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2．地域診断書の見方 

以下に地域診断書のコア指標・重要指標について解説する. 
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地域診断書の見方 
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手がかり発見ツールの見方 
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重点対象地域選定シートの見方 

効率的および効果的に介護予防事業を展開する一つの方法として，地域の重点課題や重点対象

地域に選択的に介入をすることが挙げられている．それぞれの地域が持つ課題だけではなく資源 

(強み)を見出すため，本調査で得られたデータを基に「地域診断書」を作成し，市町間および市町

内比較を行った．また重点対象地域選定シートを使用し，各市町における小地域別の重点課題を

抽出した．ここでは，地域診断書および重点対象地域選定シートの見方を説明する． 

≪市町村内比較≫ 

JAGES では市町村内の小地域別に重点対象地域を一覧することができる(下図参照)．全小地域

における値を 5 分割し，最も望ましくない値が 5 (赤)，最も望ましい値を 1 (緑)とした．例えば，

B 地区では X 市内の他の小地域に対しリスク指標 5 の運動機能低下者の割合が少なく，リスク指

標 7 の認知機能低下者の割合も少ないことがわかる．その一方で，D 地区では運動機能低下者の割

合が比較的高く，また認知機能低下者の割合が最も高い．基本的に対策を講じるべき各小地域の重

点課題は 5 (赤)～4 (橙)の項目であり，健康とくらしの状態がよい項目は 1 (濃緑)～2 (淡緑)である

と判断する．  

重点対象地域選定シート 
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3.サイトに掲載してある指標
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4.指標の定義

前節の各指標は，下記の定義によって算出したものを用いた.コア指標（29 指標）と重要指標（46指

標）の一覧と定義. 

1.コア指標 2.重要指標

虚弱者割合 独居者割合
運動機能低下者割合 孤食者割合
１年間の転倒あり割合 低所得者割合
閉じこもり者割合 低学歴者割合
うつ割合（ニーズ調査） 経済的不安感がある者の割合
うつ割合（基本チェックリスト) フレイルなし割合
うつ割合（GDS5点以上） プレフレイルあり割合
口腔機能低下者割合 フレイルあり割合
残歯数19本以下の者の割合 BMIが18.5未満の者の割合
物忘れが多い者の割合 肥満(BMI25以上）者割合
要介護リスク者割合 IADL(自立度）低下者割合
認知症リスク者割合 社会的役割低下者割合
要介護認定者割合 知的能動性低下者割合
スポーツの会参加者(月1回以上)割合 低栄養者割合
趣味の会参加者(月1回以上)割合 認知機能低下者割合
ボランティア参加者(月1回以上)割合 主観的健康感が良い者の割合
学習・教養サークル参加者(月1回以上)割合 幸福感がある者の割合
特技や経験を他者に伝える活動参加者(月1回以上)割合 スポーツの会参加者(月1回以上)割合
友人知人と会う頻度が高い(月1回以上)者の割合 趣味の会参加者(月1回以上)割合
交流する友人（2人以下）がいる者の割合 ボランティア参加者(月1回以上)割合
交流する友人（3～9人）がいる者の割合 学習・教養サークル参加者(月1回以上)割合
交流する友人（10人以上）がいる者の割合 特技や経験を他者に伝える活動参加者(月1回以上)割合
情緒的サポート受領者割合 老人クラブ参加者(月1回以上)割合
情緒的サポート提供者割合 グループ活動へ参加意向がある者の割合
手段的サポート受領者割合 グループ活動(企画・運営)へ参加意向がある者の割合
手段的サポート提供者割合 収入のある仕事への参加者(月1回以上)割合
ソーシャル・キャピタル得点（社会参加） 就労していない者の割合
ソーシャル・キャピタル得点（連帯感） 友人知人と会う頻度が高い(月1回以上)者の割合
ソーシャル・キャピタル得点（助け合い） 交流する友人（2人以下）がいる者の割合

交流する友人（3～9人）がいる者の割合
交流する友人（10人以上）がいる者の割合
情緒的サポート受領者割合
情緒的サポート提供者割合
手段的サポート受領者割合
手段的サポート提供者割合
ソーシャル・キャピタル得点（社会参加）
ソーシャル・キャピタル得点（連帯感）
ソーシャル・キャピタル得点（助け合い）
ポジティブ感情がある者の割合
笑う者の割合
周囲の援助を受けながらの生活の意向がある者の割合
地域活動の参加意向がある者の割合
近所とのつながりがある者の割合
喫煙する者の割合
30分以上歩く者の割合
健診(1年以内)未受診者割合
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設問番号 設問項目 サービスニーズが
あると予測する回
答

操作的な定義

問11(4) 6か月間で2～
3kg以上体重減
少しましたか.

1.はい

問4(15) いつも同じことを聞
くなどいわれます
か.

1.はい

問4(16) 自分で電話番号
調べて電話します
か.

2.いいえ

問4(17) 今日が何月何日
かわからない時が
ありますか.

1.はい

問4(1) バスや電車を使っ
て1人で外出でき
ますか.

3.できない

問4(2) 自分で食品・日用
品の買い物ができ
ますか.

3.できない

問4(11) 家族や友だちの相
談に乗ることがあり
ますか.

2.いいえ

問4(10) 友達の家を訪ねる
ことがありますか.

2.いいえ

問4(5) 自分で預貯金の
出し入れができま
すか.

3.できない

問3(2) 昨年より外出の回
数減っていますか.

1.とても減っている
2.減っている

問3(6) 階段を手すりつた
わらず昇ることが
できますか.

3.できない

問3(7) 椅子からつかまら
ず立つことができ
ますか.

3.できない

問4(14) 15分位続けて歩く
ことができますか.

3.できない

問3(4) 過去１年で転んだ
経験がありますか.

1.何度もある 2.１度
ある

問3(5) 転倒に対する不安
が大きいですか.

1.とても不安である
2.やや不安である

問11(3) BMI 18.5未満
問2(1) 半年前より固いも

のが食べにくくなり
ましたか.

1.はい

問2(2) お茶や汁物等で
むせることがありま
すか.

1.はい

問2(3) 口の渇きが気にな
りますか.

1.はい

問3(1) 外出する頻度はど
のぐらいですか.

4.月1～3回 5.年に
数回 6.していない

該当で各1点
問4(1) バスや電車を使っ

て1人で外出でき
ますか.

3.できない 0-3点（フレイルなし）
4-7点（プレフレイルあ
り）

リスク指標

２）フレイル指標
(基本チェックリ
スト合計点で計
算)

２）①フレイルなし
割合
２）②プレフレイル
あり割合

１）生活機能低
下（虚弱）

１）虚弱者割合 20項目中10項目以
上該当

１.分類 ２.項目 ３.報告書の項
目

地域診断項目（まちづくりを通じた介護予防を考える上で重要なニーズ
と資源項目）

基本チェックリスト
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２）③フレイルあり
割合

問4(2) 自分で食品・日用
品の買い物ができ
ますか.

3.できない 8点以上（フレイルあ
り）

問4(5) 自分で預貯金の
出し入れができま
すか.

3.できない

問4(10) 友達の家を訪ねる
ことがありますか.

2.いいえ

問4(11) 家族や友だちの相
談に乗ることがあり
ますか.

2.いいえ

問3(6) 階段を手すりつた
わらず昇ることが
できますか.

3.できない

問3(7) 椅子からつかまら
ず立つことができ
ますか.

3.できない

問4(14) 15分位続けて歩く
ことができますか.

3.できない

問3(4) 過去１年で転んだ
経験がありますか.

1.何度もある 2.１度
ある

問3(5) 転倒に対する不安
が大きいですか.

1.とても不安である
2.やや不安である

問11(4) 6か月間で2～
3kg以上体重減
少しましたか.

1.はい

問11(3) BMI 18.5未満
問2(1) 半年前より固いも

のが食べにくくなり
ましたか.

1.はい

問2(2) お茶や汁物等で
むせることがありま
すか.

1.はい

問2(3) 口の渇きが気にな
りますか.

1.はい

問3(1) 外出する頻度はど
のぐらいですか.

4.月1～3回 5.年に
数回 6.していない

問3(2) 昨年より外出の回
数減っていますか.

1.とても減っている
2.減っている

問4(15) いつも同じことを聞
くなどいわれます
か.

1.はい

問4(16) 自分で電話番号
調べて電話します
か.

2.いいえ

問4(17) 今日が何月何日
かわからない時が
ありますか.

1.はい

問10(16) （ここ2週間）毎日
の生活に充実感
がない.

1.はい

問10(17) （ここ2週間）これ
まで楽しんでやれ
たことが楽しめなく
なった.

1.はい

問10(18) （ここ2週間）以前
は楽にできていた
ことが今ではおっく
うに感じられる.

1.はい

問10(19) （ここ2週間）自分
が役に立つ人間だ
と思えない.

1.はい
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問10(20) （ここ2週間）わけ
もなく疲れたような
感じがする.

1.はい

問3(6) 階段を手すりつた
わらず昇ることが
できますか.

3.できない

問3(7) 椅子からつかまら
ず立つことができ
ますか.

3.できない

問4(14) 15分位続けて歩く
ことができますか.

3.できない

問3(4) 過去１年で転んだ
経験がありますか.

1.何度もある　2.１度
ある

問3(5) 転倒に対する不安
が大きいですか.

1.とても不安である
2.やや不安である

4）1年間の転
倒歴

4）１年間の転倒
あり割合

問3(4) 過去１年で転んだ
経験がありますか.

1.何度もある　2.１度
ある

1項目中1項目該当

問4(15) いつも同じことを聞
くなどいわれます
か.

1.はい

問4(16) 自分で電話番号
調べて電話します
か.

2.いいえ

問4(17) 今日が何月何日
かわからない時が
ありますか.

1.はい

6）物忘れ 6）物忘れが多い
者の割合

問4(18) 物忘れが多いです
か.

1.はい 1項目中1項目該当

7）閉じこもり高
齢者割合

7）閉じこもり者割
合

問3(1) 外出する頻度はど
のぐらいですか.

4.月1～3回 5.年に
数回 6.していない

1項目中1項目該当

問10(21) この1か月間、気
分が沈んだり、憂
鬱な気持ちになっ
たりすることがあり
ましたか.

1.はい

問10(22) この1か月間、どう
しても物事に対し
て興味がわかな
い、あるいは心か
ら楽しめない感じ
がよくありましたか.

1.はい

問10(16) （ここ2週間）毎日
の生活に充実感
がない.

1.はい

問10(17) （ここ2週間）これ
まで楽しんでやれ
たことが楽しめなく
なった.

1.はい

問10(18) （ここ2週間）以前
は楽にできていた
ことが今ではおっく
うに感じられる.

1.はい

問10(19) （ここ2週間）自分
が役に立つ人間だ
と思えない.

1.はい

問10(20) （ここ2週間）わけ
もなく疲れたような
感じがする.

1.はい

10）うつ（GDS） 10）うつ割合
（GDS5点以上）

問10(1) 今の生活に満足し
ていますか.

2.いいえ 15項目中5項目以上
該当

8）うつ（ニーズ
調査）

5）認知機能低
下（基本チェッ
クリスト）

5）認知機能低下
者割合

３）運動機能低
下

３）運動機能低
下者割合

5項目中3項目以上該
当

9）うつ（基本
チェックリスト）

3項目中1項以上該当

8）うつ割合（ニー
ズ調査）

2項目中2項目該当

9）うつ割合（基
本チェックリスト)

5項目中2項目以上該
当
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問10(2) 生きていても仕方
がないという気持
ちになることがあり
ますか.

1.はい

問10(3) 毎日の活動力や
世間に対する関心
が無くなってきたよ
うに思いますか.

1.はい

問10(4) 生きているのがむ
なしいように感じま
すか.

1.はい

問10(5) 退屈に思うことが
よくありますか.

1.はい

問10(6) 普段は気分がよい
ですか.

2.いいえ

問10(7) なにか悪いことが
おこりそうな気がし
ますか.

1.はい

問10(8) 自分は幸せな方
だと思いますか.

2.いいえ

問10(9) どうしようもないと
思うことがよくあり
ますか.

1.はい

問10(10) 外に出かけるより
も家にいることのほ
うが好きですか.

1.はい

問10(11) ほかの人よりもの
忘れが多いと思い
ますか.

1.はい

問10(12) こうして生きている
ことはすばらしいと
思いますか.

2.いいえ

問10(13) 自分は活力が満
ちていると感じます
か.

2.いいえ

問10(14) こんな暮らしでは
希望がないと思い
ますか.

1.はい

問10(15) ほかの人は、自分
より裕福だと思い
ますか.

1.はい

問2(1) 半年前より固いも
のが食べにくくなり
ましたか.

1.はい

問2(2) お茶や汁物等で
むせることがありま
すか.

1.はい

問2(3) 口の渇きが気にな
りますか.

1.はい

12）残歯数(19
本以下)

12）残歯数19本
以下の者の割合

問1(4) 歯は何本残ってい
ますか.

1.0本　2.1～4本
3.5～9本　4.10～
19本

1項目中1項目該当

13）要介護リス 13）要介護リスク 問11(1) 性別 1.男性　2.女性 55点中22点以上
問11(2) 年齢 1.65-69歳　2.70-

74歳　3.75-79歳
4.80-84歳
5.85歳以上

問4(1) バスや電車を使っ
て1人で外出でき
ますか.

3.できない

問4(2) 自分で食品・日用
品の買い物ができ
ますか.

3.できない

11）口腔機能
低下

11）口腔機能低
下者割合

3項目中2項以上該当
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問4(5) 自分で預貯金の
出し入れができま
すか.

3.できない

問3(6) 階段を手すりつた
わらず昇ることが
できますか.

3.できない

問3(7) 椅子からつかまら
ず立つことができ
ますか.

3.できない

問4(14) 15分位続けて歩く
ことができますか.

3.できない

問3(4) 過去１年で転んだ
経験がありますか.

1.何度もある　2.１度
ある

問3(5) 転倒に対する不安
が大きいですか.

1.とても不安である
2.やや不安である

問11(3) BMI 18.5未満
問3(2) 昨年より外出の回

数減っていますか.
1.とても減っている
2.減っている

問11(2) 年齢 75歳以上
問6(1)-
(9)

収入のある仕事 6.していない

問1(3) 現在治療中、また
は後遺症のある病
気(糖尿病）

5.糖尿病

問4(18) 物忘れが多いです
か.

1.はい

①問10(1) 今の生活に満足し
ていますか.

2.いいえ

②問10(2) 生きていても仕方
がないという気持
ちになることがあり
ますか.

1.はい

③問10(3) 毎日の活動力や
世間に対する関心
が無くなってきたよ
うに思いますか.

1.はい

④問10(4) 生きているのがむ
なしいように感じま
すか.

1.はい

⑤問10(5) 退屈に思うことが
よくありますか.

1.はい

⑥問10(6) 普段は気分がよい
ですか.

2.いいえ

⑦問10(7) なにか悪いことが
おこりそうな気がし
ますか.

1.はい

⑧問10(8) 自分は幸せな方
だと思いますか.

2.いいえ

⑨問10(9) どうしようもないと
思うことがよくあり
ますか.

1.はい

⑩問
10(10)

外に出かけるより
も家にいることのほ
うが好きですか.

1.はい

⑪問
10(11)

ほかの人よりもの
忘れが多いと思い
ますか.

1.はい

⑫問
10(12)

こうして生きている
ことはすばらしいと
思いますか.

2.いいえ

⑬問
10(13)

自分は活力が満
ちていると感じます
か.

2.いいえ

14）認知症リス
ク得点

14）認知症リスク
者

15点中7点以上

以下の①～⑮の合計が【5点】以上ですか.
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⑭問
10(14)

こんな暮らしでは
希望がないと思い
ますか.

1.はい

⑮問
10(15)

ほかの人は、自分
より裕福だと思い
ますか.

2.いいえ

問8(1) あなたの心配事や
愚痴を聞いてくれ
る人はいますか.

8.そのような人はい
ない

問6(1)-
(2)

スポーツグループ
へどのぐらいの頻
度で参加していま
すか.

6.参加していない

問4(1) バスや電車を使っ
て1人で外出でき
ますか.

3.できない

問4(3) 自分で食事の用
意をしていますか.

3.できない

問4(4) 自分で請求書の
支払いをしていま
すか.

3.できない

問4(6) 年金などの書類が
書けますか.

2.いいえ

問4(7) 新聞を読んでいま
すか.

2.いいえ

問4(12) 病人を見舞うこと
がありますか.

2.いいえ

問11(4) 6か月間で2～
3kg以上体重減
少

1.はい

問11(3) BMI 18.5未満
16）BMI(18.5
未満の人の割
合）

16）BMIが18.5
未満の者の割合

問11(3) BMI 18.5未満 1項目中1項目該当

17）肥満
(BMI25以上）

17）肥満(BMI25
以上）者割合

問11(3) BMI 25以上 1項目中1項目該当

18）独居 18）独居者割合 問13(2) 家族構成を教えて
ください.

1.一人暮らし 1項目中1項目該当

19）孤食 19）孤食者割合 問2(8) 食事は誰とするこ
とが多いか.

1.ひとり 1項目中1項目該当

問4(1) バスや電車を使っ
て1人で外出でき
ますか.

3.できない

問4(2) 自分で食品・日用
品の買い物ができ
ますか.

3.できない

問4(3) 自分で食事の用
意をしていますか.

3.できない

問4(4) 自分で請求書の
支払いをしていま
すか.

3.できない

問4(5) 自分で預貯金の
出し入れをしてい
ますか.

3.できない

問4(10) 友達の家を訪ねる
ことがありますか.

2.いいえ

問4(11) 家族や友だちの相
談に乗ることがあり
ますか.

2.いいえ

問4(12) 病人を見舞うこと
がありますか.

2.いいえ

問4(13) 若い人に自分か.
ら話しか.けること
がありますか.

2.いいえ

15）低栄養
（基本チェックリ
スト）

15）低栄養者割
合

2項目中2項目該当

20）老研式活
動能力指標
IADL（5項目）

20）IADL(自立
度）低下者割合

5項目中2項目以上該
当

21）老研式活
動能力指標
社会的能動性

21）社会的役割
低下者割合

4項目中2項目以上該
当
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問4(6) 年金などの書類が
書けますか.

2.いいえ

問4(7) 新聞を読んでいま
すか.

2.いいえ

問4(8) 本や雑誌を読んで
いますか.

2.いいえ

問4(9) 健康についての記
事や番組への関
心がありますか.

2.いいえ

23）主観的健
康感

23）主観的健康
感が良い者の割
合

問1(1) 現在のあなたの健
康状態はいかがで
すか.

1.とてもよい　2.まあ
よい

1項目中1項目該当

24）幸福感 24）幸福感があ
る者の割合

問11(5) あなたは、現在ど
の程度幸せです
か.

0～１０点 8以上

社会関係指
標

25）要介護認定
者割合

25）要介護認定者
割合

26）スポーツの
会に参加の割
合

26）スポーツの
会参加者(月1回
以上)割合

問6(1)(2) スポーツグループ
への参加頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

27）趣味の会
参加割合

27）趣味の会参
加者(月1回以
上)割合

問6(1)(3) 趣味関係グルー
プへの参加頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

28）ボランティ
アのグループに
参加の割合

２8）ボランティア
参加者(月1回以
上)割合

問6(1)(1) ボランティアグ
ループへの参加
頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

２9）学習・教養
サークルに参加
の割合

２9）学習・教養
サークル参加者
(月1回以上)割
合

問6(1)(6) 学習・教養グルー
プへの参加頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

30）特技や経
験を他者に伝え
る活動

30）特技や経験
を他者に伝える
活動参加者(月1
回以上)割合

問6(1)(8) 特技や経験を他
者に伝える活動

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

31）老人クラブ 31）老人クラブ
参加者(月1回以
上)割合

問6(1)(4) 老人クラブへの参
加頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

32）健康づくり
活動や趣味等
のグループ活動
へ参加意向

32）グループ活
動へ参加意向が
ある者の割合

問6(4) 健康づくり活動や
趣味等のグループ
活動へ参加したい
と思いますか.

1.是非参加したい
2.参加してもよい

1項目中1項目該当

33）健康づくり
活動や趣味等
のグループ活動
への企画・運営
への参加意向

33）グループ活
動(企画・運営)
へ参加意向があ
る者の割合

問6(3) 健康づくり活動や
趣味等のグループ
活動への企画・運
営へ参加したいと
思いますか.

1.是非参加したい
2.参加してもよい

1項目中1項目該当

34）収入のある
仕事

34）収入のある
仕事への参加者
(月1回以上)割
合

問6(1)(9) 収入のある仕事 1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

35）就労してい
ない割合

35）就労していな
い者の割合

問14(1) 現在のあなたの就
労状態はどれです
か.

2.退職して現在就労
してない　3.職に就
いたことがない

1項目中1項目該当

36）友人知人と
会う頻度

36）友人知人と
会う頻度が高い
(月1回以上)者
の割合

問7(1) 友人・知人と会う
頻度

1.週に4回以上　2.
週2～3回　3.週1回
4.月1～3回

1項目中1項目該当

37）交流する友
人がいる人の割
合（友人2人以
下）

37）交流する友
人（0～2人）がい
る者の割合

問7(2) この1か月間、何
人の友人・知人と
会ったか.

1.0人（いない）　2.1
～2人

1項目中1項目該当

38）交流する友
人がいる人の割
合（友人3～9
人）

38）交流する友
人（3～9人）がい
る者の割合

問7(2) この1か月間、何
人の友人・知人と
会ったか.

3.3～5人　4.6～９
人

1項目中1項目該当

設問からは集計しない

22）老研式活
動能力指標
知的能動性

22）知的能動性
低下者割合

4項目中2項目以上該
当
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39）交流する友
人がいる人の割
合（友人10人
以上）

39）交流する友
人（10人以上）
がいる者の割合

問7(2) この1か月間、何
人の友人・知人と
会ったか.

5.10人以上 1項目中1項目該当

40）情緒的サ
ポート受領

40）情緒的サ
ポート受領者割
合

問8(1) あなたの心配事や
愚痴を聞いてくれ
る人はいますか.

1.配偶者　2.同居の
子ども　3.別居の子
ども　4.兄弟姉妹・
親戚・親・孫　5.近
隣　6.友人　7.その
他

1項目中1項目該当

41）情緒的サ
ポート提供

41）情緒的サ
ポート提供者割
合

問8(2) あなたが心配事や
愚痴を聞いてあげ
る人はいますか.

1.配偶者　2.同居の
子ども　3.別居の子
ども　4.兄弟姉妹・
親戚・親・孫　5.近
隣　6.友人　8.その
他

1項目中1項目該当

42）手段的サ
ポート受領

42）手段的サ
ポート受領者割
合

問8(3) あなたの看病や世
話をしてくれる人
はいますか.

1.配偶者　2.同居の
子ども　3.別居の子
ども　4.兄弟姉妹・
親戚・親・孫　5.近
隣　6.友人　9.その
他

1項目中1項目該当

43）手段的サ
ポート提供

43）手段的サ
ポート提供者割
合

問8(4) あなたが看病や世
話をしてあげる人
はいますか.

1.配偶者　2.同居の
子ども　3.別居の子
ども　4.兄弟姉妹・
親戚・親・孫　5.近
隣　6.友人　10.その
他

1項目中1項目該当

問6(1)(1) ボランティアグ
ループへの参加
頻度

1.週に4回以上2.週
2～3回3.週1回4.
月1～3回

問6(1)(2) スポーツグループ
への参加頻度

1.週に4回以上2.週
2～3回3.週1回4.
月1～3回

問6(1)(3) 趣味関係グルー
プへの参加頻度

1.週に4回以上2.週
2～3回3.週1回4.
月1～3回

問6(1)(6) 学習・教養グルー
プへの参加頻度

1.週に4回以上2.週
2～3回3.週1回4.
月1～3回

問6(1)(8) 特技や経験を他
者に伝える活動へ
の参加頻度

1.週に4回以上2.週
2～3回3.週1回4.
月1～3回

44）②ソーシャ
ル・キャピタル得
点（連帯感）

問9(1) 地域の人々は一
般的に信用できる
と思いますか.

1.とても信用できる2.
まあ信用できる

問9(2) 地域の人々は他
の人の役に立とう
とすると思います
か.

1.とてもそう思う2.ま
あそう思う

44）ソーシャ
ル・キャピタル
指標

44）①ソーシャ
ル・キャピタル得
点（社会参加）

Civic participation =
(ボランティア割合) ×
0.6 + (スポーツ割合)
× 0.8 + (趣味割合)
× 0.9 + (学習割合)
× 0.7 + (経験伝達割
合) × 0.5

(補足)
たとえば、A小学校区
の各５グループの参加
割合がすべて20%だっ
た場合、
ボランティア割合
20*0.6=12
スポーツ割合
20*0.8=16
趣味割合20*0.9＝
18
学習・教養割合
20*0.7=14
特技・経験割合
20*0.5=10
12+16+18+14+10=
70がA小学校区の
ソーシャル・キャピタル
（社会参加）得点の値
となります。

Sosial cohesion = (信
頼割合) × 0.9 +  (互
酬性割合) × 0.8 +
(愛着割合) × 0.7
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問9(3) 住んでいる地域に
愛着がありますか.

1.とても愛着がある
2.まあ愛着がある

問8(1) あなたの心配事や
愚痴を聞いてくれ
る人はいますか.

1.配偶者2.同居の
子ども3.別居の子ど
も4.兄弟姉妹・親
戚・親・孫5.近隣6.
友　人7.その他

問8(2) あなたが心配事や
愚痴を聞いてあげ
る人はいますか.

1.配偶者2.同居の
子ども3.別居の子ど
も4.兄弟姉妹・親
戚・親・孫5.近隣6.
友　人8.その他

問8(3) あなたの看病や世
話をしてくれる人
はいますか.

1.配偶者2.同居の
子ども3.別居の子ど
も4.兄弟姉妹・親
戚・親・孫5.近隣6.
友　人9.その他

問10(1) 今の生活に満足し
ていますか.

1.はい

問10(6) 普段は気分がよい
ですか.

1.はい

問10(8) 自分は幸せな方
だと思いますか.

1.はい

問10(12) こうして生きている
ことはすばらしいと
思いますか.

1.はい

問10(13) 自分は活力が満
ちていると感じます
か.

1.はい

46）笑う人 46）笑う者の割
合

問8(6) 声を出して笑う機
会はどのくらいある
か.

1.ほぼ毎日　2.週に
1～5回程度　3.月
に1～3回程度

1項目中1項目該当

47）認知症にや
さしい町　周囲
の援助を受けな
がらの生活の意
向

47）周囲の援助
を受けながらの
生活の意向があ
る者の割合

H問18(1) 認知症になった
ら、助けてもらいな
がら自宅で生活を
続けたいと思いま
すか.

1.そう思う2.ややそう
思う

1項目中1項目該当

48）認知症にや
さしい町　地域
活動の参加意
向

48）地域活動の
参加意向がある
者の割合

H問18(2) 認知症の人も地
域活動に参加した
方が良いと思いま
すか.

1.そう思う3.ややそう
思う

1項目中1項目該当

49）認知症にや
さしい町　近所
とのつながり

49）近所とのつ
ながりがある者の
割合

H問18(5) 家族が認知症に
なったら、近所の
人や知人などにも
知っておいてほし
いと思いますか.

1.そう思う3.ややそう
思う

1項目中1項目該当

50）現在喫煙し
ている人の割合

50）喫煙する者
の割合

問2(7) たばこは吸います
か.

1.ほぼ毎日吸ってい
る　2.時々吸ってい
る

1項目中1項目該当

51）歩行時間 51）30分以上歩
く者の割合

問3(8) 平均すると1日の
合計で何分くらい
歩きますか.

2.30～59分　3.60
～89分　4.90分以
上

1項目中1項目該当

52）健診を受け
た人の割合

52）健診(1年以
内)未受診者割
合

問1(7) あなたは今まで
に、職場や保健セ
ンター、医療機関
などで健診や人間
ドックを受けました
か.

2.1年～4年前に受
けた　3.4年以上前
に受けた　4.受けて
いない

1項目中1項目該当

社会経済的
指標

53）等価所得 53）低所得者割
合

問13(3) ご自身を含めて何
人で暮らしていま
すか.

等価所得 = [計算用
世帯所得] / √世帯
人数

44）③ソーシャ
ル・キャピタル得
点（助け合い）

Reciprocity = (情緒的
サポート受領割合) ×
0.8 +  (情緒的サポー
ト提供割合) × 0.7 +
(手段的サポート受領
割合) × 0.6

45）ポジティブ感
情がある者の割
合

5項目中5項目該当45）ポジティブ
感情

健康行動指
標
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問13(4) 世帯全体の合計
収入は次のうちど
れか.

1.50万未満(25万)
2.50～100万未満
(75万) 3.100～
150万未満(125万)
4.150～200万未
満(175万) 5.200
～250万未満(225
万) 6.250～300万
未満(275万)
7.300～400万未
満(350万) 8.400
～500万未満(450
万) 9.500～600万
未満(550万)
10.600～700万未
満(650万) 11.700
～800万未満(750
万) 12.800～900
万未満(850万)
13.900～100万未
満(950万)
14.1000～1200万
未満(1100万)
15.1200万以上
(1200万)
※（）内は計算用世

上記で計算した等価所
得が200万円未満（低
所得者）の人の割合を
集計する

54）現在の暮ら
しの状況を経済
的にみてどう感
じていますか

54）経済的不安
感がある者の割
合

問13(9) 現在の暮らしの状
況を経済的にみて
どう感じますか.

1.大変苦しい　2.や
や苦しい

1項目中1項目該当

55）教育歴 55）低学歴者割
合

問11(7) あなたが受けられ
た学校教育は何
年間でしたか.

1.6年未満 1項目中1項目該当
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IV. 松戸市の地域診断書

【松戸市地域診断書（市町村間比較）】高齢者全体｜コア指標

特に改善が必要な指標 

あなたの自治体の交流する友人（0～2 人）がいる者の割合は   %で、全国では 39 自治体中    位でした。 特

に良かった指標 

あなたの自治体の閉じこもり者割合は   ％で、全国では 39 自治体中   位（  番目に少ない）でした。 
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【松戸市地域診断書（市町村間比較）】高齢者全体｜重要指標（その１） 

特に改善が必要な指標 

あなたの自治体の社会的役割低下者割合は    %で、全国では 39 自治体中    位でした。 

特に良かった指標 

あなたの自治体の IADL(自立度）低下者割合は    ％で、全国では 39 自治体中   位（ 番目に少ない）でした。 
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【松戸市地域診断書（市町村間比較）】高齢者全体｜重要指標（その２） 

特に改善が必要な指標 

あなたの自治体のボランティア参加者(月 1 回以上)割合は    %で、全国では 39 自治体中    位でした。 

特に良かった指標 

あなたの自治体の 30 分以上歩く者の割合は     ％で、全国では 39 自治体中   位でした。 
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【　　　地区地域診断書（市町村内比較）】高齢者全体｜コア指標 

＊ここで選択された地域は、重点対象地域選定シートで特に課題が多く抽出された地域を選んでいる。 

特に改善が必要な指標 

この地域の虚弱者割合は 　%で、市内では 14 地域中 　位でした。 

特に良かった指標 

この地域の１年間の転倒あり割合は 　％で、市内では 　地域中 1　位（ 番少ない）でした。 
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【　　地区地域診断書（市町村内比較）】高齢者全体｜重要指標（その１） 

＊ここで選択された地域は、重点対象地域選定シートで特に課題が多く抽出された地域を選んでいる。 

特に改善が必要な指標 

この地域の IADL(自立度）低下者割合は 　%で、市内では 14 地域中 　位でした。 

特に良かった指標 

この地域の孤食者割合は 　％で、市内では 14 地域中  位（  番少ない）でした。 
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【　　地区地域診断書（市町村内比較）】高齢者全体｜重要指標（その２） 

＊ここで選択された地域は、重点対象地域選定シートで特に課題が多く抽出された地域を選んでいる。

特に改善が必要な指標 

この地域のスポーツの会参加者(月 1 回以上)割合は 　%で、市内では 14 地域中 　位でした。 

特に良かった指標 

この地域の手段的サポート受領者割合は 　％で、市内では 14 地域中 　位でした。 



39 

Ⅴ. JAGES2016 年度調査および経年変化データの集計結果 

1. 要介護・認知症リスク
(1) 家族の介護を行っている人は高齢者の8.7%～市町村により,  3.7%から13.7%までの違い. 38市町

村2万人の調査から～ 

(2) フレイル高齢者が健常へ改善する要因は何か 

２. 地域社会・環境と健康
(1) 肺炎球菌ワクチンの接種率が高い市町村では肺炎による入院が抑えられる 

(2) 喫煙割合とソーシャル・キャピタルとの関連～助け合い・社会参加が豊かな地域は喫煙割合が低

い～ 

(3) 近所づきあいが豊かな自治体 最期を自宅で迎えたい人が多い 

３. 社会参加と健康
(1) 高齢者は集まってどんなスポーツをしている？ 「第1位 体操」「第2位 散歩・ウォーキング」「第3

位 ゴルフ」  

(2) スポーツ関係のグループに参加する人が多いまちは転倒やうつ,  虚弱の人が少ない 体操は仲

間としている人が多いまちは健康と感じている人が多い 

(3) 体操は仲間としている人が多いまちは健康と感じている人が多い 

(4) 趣味のグループ活動 高齢期まで続けることが機能維持に有効 

(5) 運動していないが関心はある層は,  ほとんどの自治体で３０％を超える 

(6) 運営・企画側のボランティア意向は高齢者の3%程度 何らかの活動に参加している人の方が3～8

倍ほど参加可能性あり 

４. 生活習慣属性と健康
(1) 都市的地域で免許返納・運転停止が進む～農村的地域ではやめられない？～ 

(2) 高齢者のインターネット利用率は前期高齢者で60%超,  後期高齢者でも30%に～都市部で特に利

用がすすむ. 38市町村2万人の調査から～ 

(3) 幼少期の逆境体験と幸福感～幼少期の経験（貧困,  家庭内暴力,  身体的・心理的虐待）は成

人後の幸福感を下げる～ 

(4) 子どもの頃に家庭内暴力や親から愛されていない経験があると高齢期の主観的健康感が悪い 
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1. 要介護・認知症リスク
（１） 

家族の介護を行っている人は高齢者の8.7% 

～市町村により,  3.7%から13.7%までの違い. 38市町村2万人の調査から～ 

 

高齢者が高齢者を介護するいわゆる「老々介護」が我が国の在宅介護の半数以上を占めるようになり,  高齢者に

よる介護の現状を把握しておく必要があります. そこで介護者の割合を示すとともに家族の介護を行う高齢者の介

護日数,  介護時間,  被介護者との続柄,  要介護者の認知症状有無を把握しました.  

2016年に実施したJAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）調査に参加した, 

38市町村の65歳以上の高齢者のうち,  家族の介護を行っているかの情報が得られている約2万人（男性9,490名, 

女性10,870名）のデータを使用しました 

■背景

お問合せ先： 国立長寿医療研究センター 社会福祉・地域包括ケア研究室 室長 斎藤 民 

t-saito@ncgg.go.jp 
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「現在あなたは介護をしていますか. 」という質問に,  「主に介護をしている」,  「主にではないが介護を手伝ってい

る」,  「介護をしていない」の３つの内から１つ回答を得た. また,  「主に介護している」,  「主にではないが介護をし

ている」人には,  「平均的な介護の頻度」（ほぼ毎日,  週２～４日,  週に１日,  月に１～３日以下,  から一つ）, 

「一日の介護時間（ほとんど終日,  半日程度,  ２～３時間程度,  必要な時に手をかす程度,  その他,  から一

つ）,  「被介護者との続柄」（夫または妻,  自分の親,  配偶者の親,  その他の親族,  からいくつでも）,  「被介護

者の認知症有無」（ある[医師から認知症と診断されている],  ある[そのような症状はあるが認知症の診断は受け

ていない],  ない,  から一つ）を質問した.  

■結果

全体でみて,  「主に介護している」は4.3%, 「主にではないが介護を手伝っている」は4.4%, 合わせて8.7%の人が, 

家族の介護を行っていた. 市町村別にみると,  「主に介護している」,  「主にではないが介護を手伝っている」を合

わせて, 最も少ない市町村で3.4%から最も多い市町村で13.5%まで違いがあった.  

「介護している人」を市町村計でみると,  介護の頻度は「ほぼ毎日介護している」が62.7%であった. 介護時間は「ほ

とんど終日」18.5%,  「半日程度」10.7%,  「２～３時間程度」12.7%,  「必要な時に手をかす程度」53.7%だった. 

被介護者との続柄は「夫または妻」が49.6%,  「自分の親」27.8%,  「配偶者の親」13.2%,  「その他の親族」12.1%

だった.  

「被介護者の認知症状有無」は,  「医師から認知症と診断」34.0%,  「症状はある（診断は受けてない）」23.1%, 

「ない」42.8%だった.  

■結論

高齢者で家族を介護している人は市町村計で8.7%であった. 

■本研究の意義

今回は市町村による違いに着目したが,  性別や年齢層による違いをさらに分析する必要がある 

■発表論文

― 
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（２） 

フレイル高齢者が健常へ改善する要因は何か 

フレイルは要介護状態の1歩手前を示し,  その後の死亡リスクと関連しています. しかし一旦フレイ
ルとなっても再び健康な状態へ戻る人がいることがわかっています. そこでフレイルから改善する人は
どのような人なのかを検証しました.  

高齢者7,982名にアンケート調査を実施したところ824名が改善していました. 改善要因で男女共
通なのは一日の歩行時間30分以上で男性：1.49倍,  女性1.46倍,  男性では友人と会う頻度が月
1回以上で1.52倍,  野菜・果物摂取頻度週4回以上で1.51倍,  女性では肉・魚摂取頻度週4回以
上で1.51倍フレイルが改善しやすいことなどが明らかとなりました.  

お問合せ先： 津島市民病院  渡邉良太 ryota.watanabe.1222@gmail.com 

それぞれの因子逆の状態を1.00としたときの数値である 



43 

■背景

フレイルは要介護状態の 1 歩手前を示しており,  その後の死亡や要介護化の原因になることが指摘されていま

す. また,  これまでの研究でフレイルになっても健康な状態へ改善する者が一定数存在することがわかっています. 

しかし,  フレイルから健康な状態に改善する人の要因を検討した研究はありません. そこで,  フレイルの状態が健

常まで改善した地域在住高齢者の要因を検討しました.  

■対象と方法

日本老年学的評価研究のデータを使用した研究です. 対象者は2010-11年度と2013年度に実施したJAGES

（Japan Gerontological Evaluation Study,   日本老年学的評価研究）調査に参加した 65 歳以上の高齢者で, 

2010-11 年度にフレイルであった 12,559 名のうち,  2013 年度もフレイルであった者,  もしくは健常へ改善した者

の合計 7,982 名です. フレイルの判定は基本チェックリストの合計点を用いて 0～3 点：健常,  4～7 点：プレフレイ

ル,  8 点以上：フレイルとしました. 改善要因の検討は年齢,  婚姻状況,  教育歴,  等価所得,  同居家族,  就

労,  喫煙,  飲酒,  歩行時間,  肉・魚及び野菜・果物の摂取頻度,  治療中疾患の有無,  BMI,  主観的健康

感,  うつ,  生活機能,  グループ参加,  外出頻度,  友人と会う頻度,  可住地人口密度とした分析を男女別に

行いました.  

■結果

2010-11 年度のフレイルが 2013 年度に健常へと改善した者は,  男性 5,333 名中 410 名（7.7％）,  女性

7,226 名中 414 名（5.7％）でした. フレイルから改善する要因を検討した結果,  男女に共通したのは,  歩行時間

30 分以上（男性 1.49 倍,  女性 1.47 倍）,  主観的健康感よい（男性 1.43 倍,  女性 1.68 倍）,  うつなし（男性

1.96 倍,  女性 2.39 倍）,  手段的日常生活活動自立（男性 1.3４倍,  女性 1.4４倍）でした. 男性では,  配偶者

あり（1.72 倍）,  野菜・果物摂取頻度週 4 回以上（1.51 倍）,  友人と会う頻度月 1 回以上（1.52 倍）,  女性では

知的能動性自立（1.25 倍）,  社会的役割自立（1.62 倍）,  治療疾患なし（1.40 倍）,  BMI18.5-25 未満（1.62

倍）,  肉・魚摂取頻度週 4 回以上（1.51 倍）,  郊外に居住している（1.48 倍）ことが抽出されました.  

■結論

フレイルの状態が健常へと改善する要因は,  歩行時間や食習慣,  社会的要因などの介入可能性のある要因

が抽出されました. したがって今回の該当項目に着目した取り組みや改善を促進することがフレイルからの脱却には

重要な可能性が考えられました.  

■本研究の意義

厚生労働省が推進しているフレイル対策事業を行う上で重要な基礎資料となります.

■発表論文

本内容は未公表データである.

■謝辞
本研究は，日本老年学的評価研究（the Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES）プロジェクトのデータを使用し，私立大学戦略的研究基盤

形成支援事業（2009-2013）, JSPS 科研費（22330172, 22390400, 23243070, 23590786, 23790710, 24390469, 24530698, 24683018, 
25253052, 25870573, 25870881, 26285138, 26882010, 15H01972）, 厚生労働科学研究費補助金（H22-長寿-指定-008, H24-循環器等
［生習］-一般-007, H24-地球規模-一般-009, H24-長寿-若手-009, H25-健危-若手-015, H26-医療-指定-003［復興］, H25-長寿-一般-
003, H26-長寿-一般-006,H27-認知症-一般-001）, 国立研究開発法人日本医療開発機構（AMED）長寿科学研究開発事業, 長寿医療研究開
発費（24-17, 24-23）, 公益財団法人長寿科学振興財団（J09KF00804）などの助成を受けて実施した．記して深謝します．
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2. 地域社会・環境と健康

（１） 

肺炎球菌ワクチンの接種率が高い市町村では

肺炎による入院が抑えられる 

全国約18万人の高齢者調査から,  肺炎球菌ワクチンの接種率が高い市町村では,  過去1年間
の肺炎による入院率が有意に低いことが分かりました. 高齢者に対する肺炎球菌ワクチン接種は
2014年より定期接種化されましたが,  今回分析した38市町村の中でも接種率には約2倍のひらき
がありました（最高59.4%,  最低30.8%）. 肺炎による入院率は最低0.4%,  最高1.7%でした. 肺炎球
菌ワクチンの予防接種率が高いほど肺炎による入院率は低く（ピアソンの相関係数－0.48）,  市町
村単位の比較では肺炎球菌ワクチンが肺炎の入院を抑えるという結果となりました.  

お問合せ先： 新潟大学大学院 医歯学総合研究科 国際保健学分野 菖蒲川由郷 yugo@med.niigata-u.ac.jp 

対象者数 n=181,462

自治体数 N=38 

R
2
=0.2258

Y=-0.0175X + 0.0152

P=0.003
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■背景

これまで日本人の死因は長い間,  1位悪性腫瘍,  2位心臓病,  3位脳卒中,  4位肺炎でしたが,  2011年を

境に肺炎は死因の第3位になりました. 高齢者の肺炎はQOL（クオリティ・オブ・ライフ：生活の質）を大きく下げ,  生

命を脅かす重大な疾患です. 高齢者の肺炎の原因となる病原体として,  その大部分を占める肺炎球菌という菌が

あります. この肺炎球菌による肺炎を予防する肺炎球菌ワクチンは高齢者に対する接種が推奨されており,  本邦

でも2014年より定期接種化されました. しかし,  本邦において地域高齢者における肺炎球菌ワクチンの接種率の

実態調査や,  ワクチンの有効性についての大規模な疫学研究は未だありません.  

■対象と方法

JAGES2016年調査に参加した要介護認定を受けていない高齢者（65歳以上）のうち,  年齢・性別に欠損のな

い181,462名の回答を分析しました. 「過去5年間に肺炎球菌の予防接種を受けましたか. 」という質問に対し, 

「受けた（市町村の助成を使った）」または,  「受けた（市町村の助成を使わなかった）」と答えた人の割合（接種率）

を市町村別に算出しました. 一方,  「過去1年間に次の病気にかかりましたか. （中略）そのとき,  一度でも入院し

ましたか. 」という質問に対し,  「肺炎で入院した」と答えた人の割合（入院率）を市町村別に算出しました. 接種率

と入院率の散布図を作成し,  ピアソンの相関係数を求めました.  

■結果

肺炎球菌ワクチン接種率は最高59.4%,  最低30.8%であり,  約2倍のひらきがありました. 肺炎による
入院率は最低0.4%,  最高1.7%でした. 両者の相関はピアソンの相関係数－0.48であり,  一定の負
の相関関係が認められました.  

■結論

高齢者において,  過去5年間の肺炎球菌ワクチンの接種率が高い市町村ほど,  1年以内の肺炎による入院率

が低いことが分かりました. 

■本研究の意義

2014年より高齢者に対する定期接種が始まった本邦において,  肺炎球菌ワクチンの効果を客観的に証明する

エビデンスが得られました. 

■発表論文

なし

■謝辞

JAGES 研究に参加・協力して下さっている自治体・研究者の皆様に厚く御礼申し上げます.
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（２） 

喫煙割合と 

ソーシャル・キャピタルとの関連 
～助け合い・社会参加が豊かな地域は喫煙割合が低い～ 

タバコは, 脳卒中, 認知症, 骨折・転倒, がんなどのリスクを高める危険因子であり, これらの症状
の悪化が介護や寝たきりの人を増やすともいわれています. また, 喫煙は, 副流煙によって周囲の人
の健康も脅かすことが問題となっています. 地域の健康格差を減らし, 健康的な地域社会を作る方
法の1つとして, 人々の規範, 互酬性, 信頼などから醸成されるソーシャル・キャピタルが注目されて
います. そこで本研究では, 約18万人の高齢者を対象とし, 地域の喫煙割合とソーシャル・キャピタ
ルとの関連を調査しました.  
 38市町村間で, 喫煙者の割合の地域差は全体で1.7倍の開きがありました.
 ソーシャル・キャピタル指標のうち, 「助け合い」, 「社会参加」の得点が高い市町村ではともに,

喫煙者の割合が低いことが明らかとなりました.
 郊外（可住人口密度1000-4000人/㎢）では「助け合い」得点が高く, 可住人口密度が高い市

町村ほど,  「社会参加」の得点が高いことが明らかとなりました.
1  お問合せ先： 千葉大学予防医学センター 田代藍 atashiro@chiba-u.jp 

図 1．助け合い得点・社会参加得点と喫煙割合との関連 
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■背景
タバコは, 喫煙者だけでなく, 周りにも副流煙による健康被害をもたらし, 地域集団の健康を悪化させることが懸

念されています. 本研究では, 地域集団の健康格差を改善方法として期待されているソーシャル・キャピタルに着

目し, 高齢者の喫煙割合とソーシャル・キャピタルとの関連を検証しました.  

■対象と方法

2016年のJAGES健康とくらしの調査に参加した65歳高齢者, 17,649名を分析対象としました．喫煙に関する問

と, ソーシャル・キャピタル関連項目から, 斉藤らの先行研究に従い, 3つの指標である,「連帯感」, 「助け合い」, 「社

会参加」の3つの指標をソーシャル・キャピタル得点としました. 各指標は, 該当項目への各市町村の回答者割合を

合算して得点化されたものを適用しました(M. Saito, et al., 2017, Journal of Epidemiology). 

■結果

38市町村間で, 喫煙者の割合は全体で1.7倍の開きがありました（前期高齢者1.5倍, 後期高齢者2.5倍）. 3つ

のソーシャル・キャピタル指標のうち, 「助け合い」, 「社会参加」の得点が高い市町村ではともに, 喫煙者の割合が

統計的に有意に低いことが明らかとなりました（p<.005）(図1). 

さらに, 「助け合い」得点に関しては, 農村間（可住人口密度: 1,000人未満/km2）での得点のばらつきが大きく, 

郊外（可住人口密度: 1,000-4,000人未満/km2）では得点が高い傾向にありました. 「社会参加」に関しては, 都

市（4000人以上/km2）,  郊外ほど「社会参加」の得点が高いことが明らかとなりました（図2）. 

■本研究の意義

前期・後期高齢者の喫煙割合の違いを考慮し, ソーシャル・キャピタルの指標と関連するどのような地域活動が

喫煙割合と関連しているのかについて明らかにすることができました. 

喫煙高齢者割合の現状を把握するにあたり, 可住人口密度別による自治体のソーシャル・キャピタルの特性を

考慮した上で, どのような禁煙対策をすればよいのか, 今回の調査をそのヒントとなる資料として役立てていただけ

ればと思います.  

■謝辞

JAGES プロジェクトに参加・協力して下さった自治体・研究者の皆様に厚く御礼申し上げます.

図 2.可住人口密度（人/1km2）による都市度別 助け合い得点・社会参加得点 
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（３） 

近所づきあいが豊かな自治体 

最期を自宅で迎えたい人が多い 

在宅医療の普及の程度や自宅死亡割合は自治体間の差が大きいのが現状です. 自宅で最期まで
過ごしたいと思う人が多い自治体や,  最期を迎えたい場所を選べない人が多い自治体の特徴を明
らかにするために,  分析を行いました. 38自治体について,  20,370人分のデータを用いて希望する
最期の場所の種類への回答割合と,  地域の付き合いの程度や助け合い,  信頼,  地域活動への
参加などの各割合との関連を検討しました. その結果,  近所での交流が豊かな自治体では,  自宅
で最期を迎えたいと思う人の割合が高く,  男性ではどこで最期を迎えたいかわからないという人の割
合が少ない傾向がありました. 自治体の医療介護体制だけではなく,  近所づきあいなどの環境要因
も,  地域包括ケアシステム構築の重要な要素になりうることが示されました.  

お問合せ先：東京大学大学院医学系研究科 健康教育・社会学分野 長谷田真帆 hasedam@gmail.com 

共同研究者：近藤尚己（東京大学）,  坪谷透（東北大学） 

希
望
す
る
最
期
の
場
所
を
自
宅
と
回
答
し
た
割
合

希
望
す
る
最
期
の
場
所
を
わ
か
ら
な
い
と
回
答
し
た
割
合

ご近所の方と「生活面で協力し合っている人もいる」または「日常的に立ち話をする程度のつきあいはしている」と回答した割合 

N=38 市町村 (女性 11,066 人の回答を使用） N=38 市町村 (男性 9,506 人の回答を使用） 

相関係数=0.43, P=0.007 
相関係数=-0.39, P=0.016

近所づきあいの程度と,  希望する最期の場所を 

「自宅」と回答した割合の関連 

近所づきあいの程度と,  希望する最期の場所を 

「わからない」と回答した割合の関連 
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■背景

厚生労働省は可能な限り住み慣れた地域で,  自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように,  地

域包括ケアシステムの構築や在宅医療を推進しているが,  在宅医療の普及状況や在宅死の割合は自治体間の

差が大きい. そもそもどのような人がどこで最期まで過ごしたいと思っているのか,  また自宅で最期を迎えたいと思う

人が多い地域や,  その場所を選べない人が多い地域の特徴については,  まだ十分に明らかになっていない. そこ

で,  人生最期の場所として自宅を希望している人の割合が大きい地域,  またその場所を選べない人の多い地域

の特徴を明らかにすることを目的として,  地域相関研究を行った.  

■対象と方法

2016年度に65歳以上の要介護認定を受けていない方を対象に行われた,  日本老年学的評価研究(Japan 

Gerontological Evaluation Study: JAGES)プロジェクトに参加した38市町村で地域相関分析を行った（配布数

276,469,  回収数194,352,  回収率69.5%）. 調査対象の全体の約1/8に配布された看取りに関する設問の含

まれた質問紙に回答した23,657人のうち,  希望する最期の場所について回答した20,370人（男性9,355人,  女

性11,012人）分のデータを用いた. 希望する最期の場所の種類は「自宅」「病院」「ホスピス・緩和ケア病棟」「老人

ホームなどの福祉施設」「高齢者向けのケア付き集合住宅」「わからない」の各選択肢についての回答割合を年齢

調整した値を用いた. 地域要因は,  地域活動へ参加していると回答した割合,  ソーシャル・サポートの授受がある

割合,  一般的信頼,  助け合いの規範,  地域への愛着,  近所との付き合いについて肯定的に回答した割合を年

齢調整した値を用いた. 相関分析で有意となった地域要因について,  各自治体の高齢化率,  可住地人口密度, 

人口当たり病院数・診療所数・医師数,  訪問看護ステーション数,  自宅看取り割合,  施設死亡割合を調整して

線形回帰分析を行った.  

■結果

相関分析では近所づきあいやソーシャル・サポートの授受が多い自治体や在宅看取りの経験がある人が多い自治

体では,  最期を迎えたい場所として自宅を選ぶ割合が高かった. また一般的信頼,  助け合いの規範,  地域への

愛着を示す人の割合が多い地域では,  最期を迎えたい場所がわからないと回答する割合は小さかった.  

各自治体の要因を調整すると,  地域内のご近所の方と「生活面で協力し合っている人もいる」・「日常的に立ち話

をする程度のつきあいはしている」と回答した人の割合が高い地域では,  希望する最期の場所として「自宅」を選択

する割合が高い傾向があり（男性：相関係数0.16, P=0.248; 回帰係数0.39, P=0.148,  女性：相関係数0.43, 

P=0.007; 回帰係数0.28, P=0.036）,  特に男性で「わからない」を選択する割合が高い傾向にあった（男性：相関

係数-0.39, P=0.016; 回帰係数-0.42, P=0.014）.  

■結論

近所での交流が豊かな地域では,  自宅で最期を迎えたいと思う人の割合が高く,  どこで最期を迎えたいかわから

ないという人の割合が少なかった. 個人レベルでも同様の知見が得られるかは更なる検証が必要である.  

■本研究の意義

自治体の医療介護体制だけではなく,  近所づき合いの状況などの環境要因が,  最期の時間を過ごしたい場所の

選択のしやすさに関連している可能性がある. 地域包括ケアシステム構築のためには,  地域づくりも重要な要素と

なる可能性が示された.  
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3. 社会参加と健康

（１） 

高齢者は集まってどんなスポーツをしている？
「第1位 体操」「第2位 散歩・ウォーキング」「第3位 ゴルフ」 

高齢者がグループに参加してスポーツに取り組むことは，1人で黙々とカラダを動かすよりも健康へ
の効果が大きいことが分かってきました．それでは一体，高齢者はグループに参加してどんなスポー
ツを実践しているのでしょうか．約13万人の高齢者のデータから人気の種目を調査しました． 
 1番人気は「体操」で，高齢者の8.5%がグループに参加して実践していました．
 僅差の2番人気は「散歩（ウォーキング）」の8.4%，3番人気は「ゴルフ」の6.1%でした．
 男女・年代別に見ると，「ゴルフ」は男性前期高齢者に人気であり，

後期高齢者では男女ともに「グランドゴルフ」の人気が高くなりました．

お問合せ先： 千葉大学 予防医学センター 辻大士 t.tsuji@chiba-u.jp 

図1. グループに参加して実践しているスポーツ種目（n = 132,207）※複数回答可 
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図 2. グループに参加して実践しているスポーツ種目（性・年代別，n = 132,207） 
■背景

高齢者がグループに参加してスポーツに取り組むことは，1人で黙々とカラダを動かすよりも健康への効果が大きい

ことが分かってきました．それでは一体，高齢者はグループに参加してどんなスポーツを実践しているのでしょうか．

約13万人の高齢者のデータから人気の種目を調査しました． 

■対象と方法

2016年のJAGES健康とくらしの調査に参加し，グループに参加して実践するスポーツ種目への回答が得られた

132,207名を分析対象としました．全19種目から複数回答可として尋ねました． 

■結果

割合が高い順に体操（8.5%），散歩（ウォーキング）（8.4%），ゴルフ（6.1%），グランドゴルフ（5.4%），筋力トレーニン

グ（5.0%）でした．男女・年代別に集計すると，ゴルフは特に男性前期高齢者に人気があることが分かりました

（12.7%）．後期高齢者では，男女ともにグランドゴルフの人気が高まることが確認されました（男10.1%，女6.7%）． 

■本研究の意義

スポーツを取り入れた通いの場を地域に展開するにあたり，どのような種目を選択すればよいのかを検討する際

のヒントとなる資料が得られました．また，性や年代ごとの人気種目が明らかになったことで，対象とする参加者層の

特性に応じた種目選択にも役立てられます．地域の物的資源（スポーツ施設や自然環境など）や人的資源（運動

ボランティア，健康運動指導士など）の情報と照らし合わせて，多くの高齢者が参加でき，かつ無理なく存続できる

スポーツ関係のグループを地域にたくさん増やしていきましょう！ 
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男性・後期高齢者
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No.2  グランドゴルフ
No.3  ゴルフ

女性・前期高齢者
No.1  体操
No.2  散歩（ウォーキング）
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No.2  散歩（ウォーキング）
No.3  グランドゴルフ

※いずれか1種目以上参加者: 28.2%（男性全体）, 28.7%（前期男性）, 27.6%（後期男性）

参
加

割
合

参
加

割
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※いずれか1種目以上参加者: 29.3%（女性全体）, 31.8%（前期女性）, 25.9%（後期女性）
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（２） 

スポーツ関係のグループに参加する人が多いまちは

転倒やうつ,  虚弱の人が少ない

スポーツ関係のグループに参加している人は様々な健康状態が良いことがわかってきました. その
関係は個人だけの問題でなく,  住んでいるまちとも関係があるのでしょうか. 今回は,  高齢者の健
康と密接に関係する転倒の経験やうつ,  虚弱,  要支援・要介護の認定との関係について,  全国
の38市町村を対象に調査しました.  

結果の概要 
 スポーツ関係のグループに参加する人の割合が多いまちは,  転倒やうつ,  虚弱の人の割合

が少ないという関連がみられました.
 今回の分析方法では要支援・要介護との関連はみられませんでした.

お問合せ先： 東京女子医科大学 看護学部 吉澤裕世 yoshizawa.yasuyo@twmu.ac.jp 
： 北里大学 一般教育部       山北満哉 yamakita@kitasato-u.ac.jp 

図１. スポーツ関係のグル-プへの参加と転倒,  うつとの関連（38市町村,  157,843人を対象） 
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図２. スポーツ関係のグル-プへの参加と虚弱,  要支援・要介護との関連(38 市町村 157,843 人を対象) 
■背景
スポーツ関係のグループに参加している人は様々な健康状態が良いことがわかってきました. その

関係は個人だけの問題なのか,  それとも住んでいるまち全体でも関連があるのでしょうか. スポーツ
関係のグループに参加する人の割合が多い町は高齢者の健康状態も良い町かどうかを調査しました. 

■対象と方法
2016年のJAGES健康とくらしの調査に参加した全国の38市町村で,  スポーツ関係のグループに

参加する人の割合と転倒経験,  うつ,  虚弱,  要支援・要介護認定の割合の相関関係をみました.  

■結果
地域の高齢化率を考慮しても,  スポーツ関係のグループに参加する人の割合が多いまちは,  転

倒やうつの人の割合が少ないという関連がみられました（図１）. 虚弱については,  後期高齢者だけ
で同様の関連がみられました（図2左）. 要支援・要介護については,  相関関係はみられませんでし
た.  

■本研究の意義
本結果により,  スポーツ関係のグループに参加する人の割合を増やすことで地域の健康な高齢者

を増加できる可能性が示されました. 今後,  スポーツ関係のグループへの参加が多いまちの特徴を
明らかにすることで,  スポーツ関係のグループに参加する人を増やすためのヒントがみつかり,  ひい
ては,  健康な高齢者を増やすための政策につなげることができます.  
■本研究の課題
 今回の分析（相関）だけでは,  どちらが原因でどちらが結果であるのかはわかりません. また,  今
回用いた要支援・要介護認定のデータは,  JAGESの参加者だけはなく,  まち全体のデータであるた
め,  関連がないとは言い切れません. 今後は因果関係を明らかにするための詳細な検討が必要で
す.  
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（３） 

体操は仲間としている人が多いまちは 

健康と感じている人が多い

体操は1人で実施する場合と,  仲間と実施する場合が存在するが,  そのどちらの形態であっても
実施している人の割合が高い市町村ほど,  その後の死亡リスクが低いことが明らかにされている「自
分の健康状態は良いと感じている人」の割合が高かった. ただし,  仲間との体操を実施している人の
割合を高めた方が,  健康と感じる人をより増やせる可能性が示唆された.  

お問合せ先： 東京医科大学 公衆衛生学分野 金森 悟 satoru_kanamori@hotmail.com 

■背景

運動は1人で行うよりも誰かと一緒に行う方が健康に良いことが示唆されているが（Kanamori et al. 2012, 2016）, 

高齢者の運動で身近な体操でも同じようなことが言えるのかは明らかにされていない.  

■対象と方法

対象は38自治体在住で,  要介護認定を受けていない65歳以上の男女20,506名を分析. 38の市町村ごとに, 

体操を1人でのみ実施する人の割合と,  少しでも仲間と実施する人の割合,  健康と感じている人の割合を算出し, 
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それらの相関関係を調べた. 体操に関しては「体操はだれと行うことが多いですか. 」と質問し,  選択肢は「ほとんど

1人」「どちらかといえば1人」「どちらかといえば家族・友人・知人」「ほとんど家族・友人・知人」とした. このうち,  「ほ

とんど1人」を「1人でのみ実施」,  「どちらかといえば1人」「どちらかといえば家族・友人・知人」「ほとんど家族・友人・

知人」を「仲間と実施」とし,  体操を実施する人と実施しない人の合計に占める割合を算出した. 死亡リスクを予測

するとされる主観的健康感に関しては「現在のあなたの健康状態はいかがですか」と質問し,  選択肢は「とてもよい」

「まあよい」「あまりよくない」「よくない」とした. このうち,  「とてもよい」「まあよい」を「健康と感じている人」とした.  

■結果

体操は1人でのみ実施する人の割合も,  仲間と実施する人の割合も,  どちらも割合が多いほど健康と感じている

人の割合も多くなる傾向が見られた. ただし,  1人でのみ実施する人の割合は10%多いと健康と感じている人は

2.7%多くなるのに対し,  仲間と実施する人の割合が10%多いと健康と感じている人は4.3%多くなっていた.  

■結論

体操をする人を増やすことは健康と感じる人を増やすことにつながりそうだが,  1人で行う体操を増やすよりは仲間

と行う体操を増やす方がより効果的かもしれない.  

■本研究の意義

本研究の結果から健康増進のために考えられる対策として,  以下のようなものがあげられる.  

・健康増進のために,  体操をしていない人には体操を促すことが望まれる. その際,  できれば仲間と実施する方

が望ましいことを伝える.  

・すでに体操は実施しているものの1人でしか実施していない人には,  仲間との実施を促す.  

・体操グループの育成や支援をする.  

・体操以外の集いの場に,  体操を加えるアプローチをする.  



56 

（４） 

趣味のグループ活動 

高齢期まで続けることが機能維持に有効 

最近日本では,  仕事を退職後,  地域の中で自分の居場所を見つけられず活動量が落ちてしま
っているお年寄りがいることが問題となっています. JAGES研究は,  スポーツ・ボランティア・趣味に関
するグループに参加するお年寄りが多い地域では,  うつ病や認知症が少ないことを明らかにしてきま
した.  

では,  これらの趣味はいつ始めるのが良いのでしょうか. 趣味グループへの参加を始めた時期ごと
に,  「1人で外出する」や「書類を書く」などの,  自立した生活を送るうえで必要なことがいくつできる
か,  老研式活動能力指標得点を調査し,  75歳時点で予想されるその得点を検討しました.  

その結果,  趣味グループへの参加を始めた時期による違いはほとんどありませんでしたが,  高齢
期まで続けていないと機能が低下してしまうことが分かりました. このことから,  現役時代,  退職後を
問わず,  趣味や楽しみを通じて人と関わりを持って,  それをずっと続けることが健康に長生きするた
めに大切なことがわかります.  

 お問合せ先： 山梨大学大学院 総合研究部社会医学講座 春山佳代 k-haruyama@kenkoudai.ac.jp

趣味関係のグループに参加を始めた年齢 

54 歳以前 

（n=2368) 

55～59 歳 

（n=949) 

60～64 歳 

（n=1977) 

参加なし 

（n=13830） 

65～69 歳 

（n=1529） 

70～74 歳 

（n=318） 

趣味グループへの参加を始めた年齢と 75 歳時点の老研式活動能力指標得点 

老
研
式
活
動
能
力
指
標
得
点

* * * **

※性別,  年齢,  疾患の有無,  同居者の有無,  飲酒,  喫煙,  BMI,  教育年数,  収入の影響

を考慮して分析を実施 
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■背景

厚生労働省は,  地域の中に生きがいや役割を持てる居場所を作ることは将来の介護予防につながる,  として

います（厚生労働省, 2012）. 実際に海外の調査では,  スポーツをすること,  自分たちの国や地域の文化を楽し

むこと,  音楽を演奏することは,  年齢を重ねても認知症になりにくい,  と言われています（Yates et al., 2016; Lee 

et al., 2016）. 日本の調査からは,  男性では庭いじりや植物を育てること,  女性ではスポーツを楽しむことが,  認

知症からの介護を予防する効果が確かめられています（竹田, 2010）. それではいつから趣味の時間を取るように

するのが将来健康で長生きするのに効果があるのでしょうか. この研究では,  趣味グループの参加を始める時期の

違いが,  後期高齢者に入る頃の生活にどれだけの違いを生むか,  を検討しました.  

■対象と方法

この検討には,  2016年のJAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）調査デー

タを使用しました. 

介護認定を受けていない65歳以上の高齢者に,  「現在,  何らかの趣味関係のグループに月1回以上,  参加

していますか. 」「（はいと答えた人のみ）現在,  何らかの趣味関係のグループに月1回以上,  参加するようになっ

たのはいつごろからですか. 」という質問をしました. また,  「一人で外出する」や「書類を書く」「友達の家を訪ねる」

など13項目の質問（老研式活動能力指標）をし,  「できる」と答えた数を合計しました. このような自立した生活を

するのに影響する可能性がある性別,  年齢,  疾患の有無,  同居者の有無,  飲酒,  喫煙,  BMI,  教育年数, 

収入の影響を考慮した分析を行い,  75歳時点で予想されるスコア（「できる」項目の数）を予想しました.  

■結果

高齢期の時点で,  「趣味関係のグループに参加している」と答えた人は8,420人,  「参加していない」と答えた方

は13,388人でした. 75歳男性で慢性的な病気がなく,  飲酒や喫煙をされておらず,  体格が正常域（BMIが18.5か

ら25.0）で独り暮らし,  年間の収入が200万円から400万円で小学校または中学校卒業の方を仮定した場合の老

研式活動能力指標の得点は,  54歳までに趣味を始めた人では11.43,  55–59歳なら11.40,  60–64歳なら

11.42,  65–69歳なら11.43,  70–74歳なら11.38,  高齢期に趣味グループに参加していない人では10.63という

結果になりました. 

■結論・本研究の意義

趣味グループへの参加を始める時期が早い人も遅い人も,  後期高齢者に差し掛かる頃の自立した生活に大き

な違いはありませんでした. しかし,  趣味グループを始めて高齢期までずっと続けることが自立した生活を維持する

ために重要な要素であることがわかりました. 現役世代の人にとっても,  退職した方にとっても,  老後健康に暮らす

ための秘訣のひとつとして,  趣味を通じて人と関わることを始めて,  かつそれを継続することを推奨することができ

ないかと考えています.  

■発表論文

現在原稿を作成中です. 英文誌に投稿したいと考えています. 

■謝辞

この研究は日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES）プロジェクトの
調査結果を用い,  厚生労働科学研究費（H２８-長寿-一般-002）・文部科学省科学研究費
（25253052）による助成を受けて実施しました. 調査に参加頂いた住民の皆様,  調査の実務を担
当頂いた市町村職員の皆様,  ご指導戴いております先生方に深く感謝申し上げます.  
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（５） 

運動していないが関心はある層は, 

ほとんどの自治体で３０％を超える

運動に関心はある層（関心層）は運動に関心がない層（無関心層）に比べ,  「少しのサポートで運
動を始めやすい」層と考えられ,  自治体がアプローチする重要なターゲットになります. この関心層が
高齢者全体の中でどのくらいの割合いるのか,  自治体間での差はどの程度あるのか,  調査しました. 

（主な結果） 
 無関心層・関心層・運動実践層の割合は,  それぞれ約３分の１（３３%）とほぼ均等でした.
 関心層の割合は,  ほとんどの自治体で３割を超えていました.

お問合せ先： 

明治安田厚生事業団 甲斐裕子 y-kai @my-zaidan.or.jp 
東京医科大学 公衆衛生学分野 菊池宏幸 kikuchih@tokyo-med.ac.jp 

図 運動に関する行動ステージ別の割合 
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■背景

運動に対する態度や関心度は個人によって異なり,  既に運動を定期的に行っている層（実践層）,  定期的に行っ

ていないが関心はある層（関心層）,  運動に関心がない層（無関心層）に分けることができます. 関心層は,  無関

心層に比べ「少しのサポートで運動を始めやすい」層と考えられ,  自治体がアプローチする重要なターゲットになり

ます. では関心層が全体の中でどのくらいの割合いるのか,  自治体により差はどの程度あるのか調査した.  

■対象と方法

対象は38自治体在住で,  要介護認定を受けていない65歳以上の男女21472名を分析. 今の自分に最もあては

まるものはどれか,  という質問に,  「私は現在,  特に運動はしていない. また,  これから先も運動する予定はな

い. 」と回答した者を無関心層,  「私は現在,  特に運動はしていない. しかし,  近い将来（６カ月以内）に始めよう

とは思っている. 」または「私は現在,  多少の運動をしている. しかし,  定期的に運動しているわけではない. 」と回

答した者を関心層,  「私は最近（ここ６カ月以内）定期的に運動をはじめ,  現在も続けている. 」または「私は６カ月

以上前から,  定期的な運動を続けている. 」と回答した者を運動実践層と定義し,  それぞれの割合を算出した. 

さらに,  関心層の割合について自治体ごとに集計した.  

■結果

無関心層,  関心層,  運動実践層の割合は,  それぞれ３３%とほぼ等しい割合であった. また,  自治体ごとの関

心層の割合は,  ３８市町村中３２市町村（８４．２%）の自治体で３割を超えていた.  

■本研究の意義

本研究の結果から,  定期的に運動していないが,  きっかけやサポートがあれば運動を行う関心層
は,  どの自治体も一定程度存在することが明らかになった. このことから,  運動を定期的に行う高
齢者を増やすため,  関心層は重要なターゲットであり,  この層に効率的にアプローチする重要性が
示唆された.  
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（６） 

運営・企画側のボランティア意向は高齢者の3%程度 

何らかの活動に参加している人の方が3～8倍ほど参加可能性あり 

地域づくりによる介護予防を進めていくうえで，その企画・運営に携わってもらう住民ボランティアの
確保はどの自治体でも問題になっています. 38市町村約17万人分の調査データを分析したところ, 
いきいきとした地域づくりにむけた住民有志による活動の企画・運営に「ぜひ参加したい」という人は高
齢者の2.9%（最小：1.0%,  最大：8.6%），現在ボランティアに参加している人を除くと1.6%（最小：0.4%, 
最大：3.2%）おり,  市町村単位では数十人から数万人の規模になることが分かりました. ボランティア
活動やスポーツの会,  趣味のグループなどに現在参加している高齢者の方が3～8倍程度,  上記
の積極的な参加意向を表明しやすい傾向にあり,  既存組織への働きかけが有効である可能性が示
唆されました.  

お問合せ先：日本福祉大学社会福祉学部・准教授 斉藤雅茂 masa-s@n-fukushi.ac.jp 

割
合
(%
)

割
合
(%
)

(「ぜひ参加したい」人の割合)

(現在ボラ参加者を除いた「ぜひ参加したい」人の割合)

各自治体全体での担い手候補者の

「実数(推計値)」については別紙資料を参照

0%

1%

2%

3%

4%

5%

武
豊

町
東

浦
町

常
滑

市
碧

南
市

知
多

市
美

浜
町

東
海

市
苫

前
町

森
町

柏
市

半
田

市
余

市
町

西
尾

市
南

知
多

町
大

府
市

神
戸

市
益

子
町

名
古

屋
市

松
浦

市
松

本
市

東
川

町
音

更
町

十
和

田
市

船
橋

市
度

会
町

松
戸

市
新

潟
市

中
央

市
小

山
町

福
岡

市
東

神
楽

町
八

王
子

市
横

浜
市

岩
沼

市
長

柄
町

御
船

町
美

瑛
町

早
川

町

平均=2.9%

農村 郊外 都市

0%

2%

4%

6%

8%

10%

武
豊

町
常

滑
市

東
浦

町
美

浜
町

苫
前

町
碧

南
市

知
多

市
半

田
市

余
市

町
南

知
多

町
東

海
市

西
尾

市
森

町
柏

市
十

和
田

市
船

橋
市

神
戸

市
益

子
町

大
府

市
松

戸
市

名
古

屋
市

東
川

町
長

柄
町

松
本

市
松

浦
市

中
央

市
福

岡
市

音
更

町
新

潟
市

横
浜

市
度

会
町

御
船

町
八

王
子

市
東

神
楽

町
小

山
町

岩
沼

市
美

瑛
町

早
川

町

地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした地域づ
くりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営として参加したいと思いますか。

平均=1.6%

オッズ比は、性別・年齢・健康度を統計的に調整したうえで

「ぜひ参加したい」に何倍、該当しやすいかを表わしたもの

1.00 

2.54 

3.85 

4.97 
5.59 

7.57 

0

2

4

6

8

10
「
ぜ
ひ
参
加
し
た
い
」
へ
の
オ
ッ
ズ
比

＜運営・企画側への参加＞ ＜参加者としての参加＞

ボランティアのグループへの参加頻度（2016年調査時点）

1.00 

2.52 

3.48 
3.99 

4.39 

5.04 

0

2

4

6

8



61 

■背景と目的

地域づくりによる介護予防を進めていくうえで，その企画・運営に携わってもらう住民ボランティアの確保はどの自

治体でも課題になっている. そこで,  本研究では,  地域づくりにむけたボランティア活動の企画・運営,  および, 

参加者としての参加意向がどの程度があるのか,  そうした参加意向者は各市町村に何人くらいになるのか,  また, 

どういう人が参加意向を表明しているのか（どこにアプローチをすれば良いのか）を検討した.  

■対象と方法

2016年度に65歳以上の要介護認定を受けていない方を対象に実施された日本老年学的評価研究(Japan

Gerontological Evaluation Study: JAGES)プロジェクトに参加した38市町村約17万人分の調査データを分析した. 

参加意向は,  地域住民の有志によって健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って,  いきいきとした地域づ

くりを進めるとしたら,  あなたはその活動に「企画・運営として参加したいか」および「参加者として参加したいか」とい

う問いに,  それぞれ「ぜひ参加したい」「参加してもよい」「参加したくない」の３件法で把握した. はじめに,  市町村

ごとに「ぜひ参加したい」割合を算出し,  母比率の推計（95%信頼区間）を行って各市町村での積極参加意向者数

を推計した. その後,  性別・年齢・健康度自己評価を調整したロジスティック回帰分析を行い,  現在の社会参加

の頻度と今後のボランティア担い手意向との関連を検討した.  

■結果

 健康づくり活動等へ「企画・運営として」ぜひ参加したいという人は,  市町村平均では2.9%（最小：1.0%,  最

大：8.6%），現在ボランティアに参加している人を除くと1.6%（最小：0.4%,  最大：3.2%）だった. 一方,  「参加

者として」ぜひ参加したい人は,  それよりもやや多く,  市町村平均では5.1%（最小：2.2%,  最大：9.8%），現

在ボランティアに参加している人を除くと3.1%（最大：1.4%,  最小：5.3%）だった. なお,  「参加してもよい」を

含めると,  企画運営としての参加は39.2%,  参加者としての参加は57.6%に上った.

 当該地域において何人が積極的な参加意向を表明しているのかを推計すると,  高齢者人口が30万人を超

えるような市町村では数万人規模で,  高齢者人口が10万人程度の市町村では数千人規模になるという結

果が示された（別紙参照）.

 性別や年齢等を調整したうえでも,  ボランティアのグループへの未参加者よりも,  参加者の方が3～8倍ほ

ど企画・運営としての積極参加を表明しやすい傾向にあった（未参加者と比べ,  「年に数回」参加者は2.5倍,

「月に１～３回」参加者は3.9倍,  「週１回」参加者は5.0倍,  「週２～３回」参加者は5.6倍,  「週４回以上」

参加者は7.6倍,  積極参加を表明しやすい）.

 ボランティアへのグループだけでなく,  スポーツ関係のグループ,  趣味関係のグループ,  老人クラブ,  町

内会・自治会,  学習・教養サークル,  介護予防・健康づくりの活動,  特技・経験を伝える活動についても

同様の傾向がみられた（別紙参照）.

■結論

地域づくりによる介護予防の担い手となる住民ボランティアの参加意向は3%弱と少ないが,  市町村単位の実数

では一定規模存在しうること,  とくに既存組織への働きかけが有効である可能性が示唆された. 
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4. 生活習慣属性と健康

（１）

都市的地域で免許返納・運転停止が進む 
～農村的地域ではやめられない？～ 

加齢により身体・認知機能の低下等が進み，運転に自信のなくなった高齢者に対し，政府や自治
体，警察は運転免許の自主返納を推し進めています．しかし，代替手段となる公共交通がない，徒
歩圏内に買い物できる店がない等利便性の低い地域では運転をやめられないという状況が考えられ
ます． 

要介護認定を受けていない65歳以上で，運転免許を所持したことのある38自治体の高齢者
16,338人のデータを用い，居住自治体の都市度と免許返納・自主的な運転停止者の割合の関連
をみました．その結果，都市度が高い地域で免許返納・運転停止者割合が高いことがわかりました． 

お問合せ先： 山梨大学生命環境学部地域社会システム学科 平井寛 hhirai@yamanashi.ac.jp
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■背景

加齢等により身体・認知機能の低下等が進み，運転に自信のなくなった高齢者に対し，政府や自治体，警察は

運転免許の自主返納を推し進めている．しかし，代替手段となる公共交通がない，徒歩圏内に買い物できる店がな

い等，利便性の低い農村地域等では，運転能力が低下していても，運転をやめることで外出がしにくくなる等，生活

に支障が生じるために運転をやめられないという状況が考えられる． 

■対象と方法

 JAGES（Japan Gerontological Evaluation Study）の一環として2016年，全国38市町村の65歳以上の高齢者に

自記式調査票を郵送し189,413名から回答を得た．このうち運転免許に関する調査項目を含む調査票が割り当て

られ，運転状況についての質問項目に回答した免許取得経験者16,338名を分析対象とした．運転免許を返納・

失効した者，運転免許を保有しているが運転をしていない人を「運転をやめた人」とし，市町村別に割合を算出した．

各市町村の都市度と「運転をやめた人」の割合に関連があるかをみた．市町村間での年齢構成の違いの影響を考

慮し，前期・後期高齢者別に集計して分析を行った． 

■結果

 「運転をやめた人」の割合は都市的な地域ほど高く，農村的な地域ほど低かった．「運転をやめた人」の割合は都

市的地域で約4割なのに対し，農村的地域では約2割程度と約2倍の差が見られた．前期・後期高齢者別にみた相

関係数（１に近いほど関連が強い）は，前期高齢者で0.92，後期高齢者で0.81であり，統計的に有意な関連がみら

れた． 

■結論

 高齢者の運転返納や停止は，利便性の高い都市的な地域で多く，農村的な地域などの利便性の低い地域で少

ないことが示された．運転免許の返納の推進や，返納後の高齢者の活動性を維持するためにも，農村地域等での

移動支援の必要性が示された． 

■本研究の意義

 これまでにも，鉄道駅近くで運転免許の返納率が高く，遠くでは低いことが報告されているが，これらは地方部の1

都市を対象とした分析にとどまっていた．本研究は，都市度が大きく違う全国の38市町村を対象としており，都市的

地域と農村的地域での大きな差を明らかにすることができた． 
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（２） 

高齢者のインターネット利用率は 

前期高齢者で60%超,  後期高齢者でも30%に 
～都市部で特に利用がすすむ. 38市町村2万人の調査から～ 

利用率に男女差は小さいが,  男性はパソコン派,  女性は携帯派,  スマホは男女差なし. 

利用者の70％超がコミュニケーション利用,  健康情報利用は約20%～  

■背景

高齢者にもインターネットの利用が進んでいる. インターネットには高齢期の社会的ネットワークの縮小を補う機能が

期待されているが,  利用が半数を超えて進むにつれ高齢者向けのヘルスコミュニケーションの有力な手段としても

可能性が大きくなっている.  

■対象

2016年に実施したJAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）調査に参加した, 

38市町村の65歳以上の高齢者のうち,  インタ^ネット利用に関する情報得られている約2万人（男性9592人,  女

お問合せ先： 日本福祉大学 実務家教員 大田康博（株式会社ＱＯＬ84プラス） 

mh140030@n-fukushi.ac.jp
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性11154人）のデータを使用した. 

■方法

インターネットやメール（パソコン,  携帯電話など）に関して質問し,  「あなたは過去1年間に,  インターネットやメー

ルを使いましたか」に,  「いいえ」,  「はい（月に数回）」,  「はい（週に2～3回使う）,  「はい（ほぼ毎日使う）」を尋

ねた. 「いいえ」以外の回答の合計を「インターネット利用率」とした. 利用者には,  「使用目的（複数回答）」,  「利

用機器（複数回答）」,  「利用開始時期」も尋ねた.  

■結果

市町村計でみて,  高齢者のインターネット利用率は,  前期高齢者で61.8%,  後期高齢者で32.2%,  全体では

49.3%だった. 性別では,  男性50.8%,  女性47.9%と男女差は大きくなかった. 市町村別にみると,  都市部（可住

地人口密度が高い）ほど利用率が高い傾向があった（上記グラフ）.  

（以下,  市町村計で）利用者の71.7%が週に2～3回以上利用し,  ほぼ毎日使うは46.8%だった. 男女差は大きく

なかった. 利用機器は男女差が大きかった. 男性では,  利用者の69.2%がパソコンを,  46.6%が携帯電話を利用

していた. 女性では,  パソコン利用は20.2%,  携帯利用が71.5%だった. 「スマートフォンまたはタブレットの利用」で

は男女差は小さかった（男性28.0%,  女性26.7%）. 利用開始時期は,  「10年以上前」が65.5%,  「5年以上前」

が21.7%,  「この3～4年以内」に利用開始したのは12.8%だった. 女性の方が最近になって利用開始した人が多か

った.  

利用目的では,  「友人や家族とのコミュニケーション」が,  全体で利用者の71.7%,  男性57.6%,  女性84.7%だっ

た. 「ライン,  フェースブック,  ツイッター等」は全体13.0%,  男性12.6%,  女性13.4%だった. 「健康や医療に関

する情報収集・検索」は,  全体21.8%,  男性26.3%,  女性17.7%だった. 「（健康や医療を除く）各種の情報収集・

検索」は,  全体36.0%,  男性47.9%,  女性25.0%だった. 「地図や交通情報案内」は,  全体38.1%,  男性51.1%, 

女性26.1%だった. 商品やサービスの購入)は全体20.3%,  男性28.4%,  女性12.8%だった. 「銀行取引や株証券

などの取引」は全体11.7%,  男性19.2%,  女性4.7%だった.  

■結論

高齢者においてもインターネット利用が進んでいる（49.3%）ことが明らかになった. 利用目的では,  「友人や家族と

のコミュニケーション」が最も多く（利用者の71.7%）,  「ライン,  フェースブック,  ツイッター等」の利用も進んでいた

（利用者の13.0%）. 「健康や医療に関する情報収集・検索」の利用も進んでいた（利用者の21.8%）.  

■本研究の意義

高齢期におけるコミュニケーション手段としてインターネットの利用が進んでいることが確認できた. 
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（３）

幼少期の逆境体験と幸福感 
～幼少期の経験（貧困,  家庭内暴力,  身体的・心理的虐待）は成人後の幸福感を下げる

～ 

 幼少期の逆境経験は,  成人後の生活習慣病の発症や精神疾患発症の健康リスクを高めることが示されてい

る. これまで健康リスクに着目して幼少期の逆境経験との関連を検討した研究は多くあるが,  病気の発症とは異な

る視点の精神的健康の一つである幸福感に着目した研究は少ない. 幸福感が高いことは多くの疾患のリスクを減ら

すことが示されていることから,  幸福感に着目することは重要である. 本研究では,  幼少期の逆境経験（貧困, 

家庭内暴力の目撃,  身体的・心理的虐待）と成人後の幸福感の関連を検証した. その結果,   

· 幼少期に経済的貧困を経験すると,  成人後の幸福感がこの経験をしていない人と比較して統計的に有

意※に低くなる（odds比0.74倍）.

· 幼少期に家庭内暴力の目撃を経験すると,  成人後の幸福感がこの経験をしていない人と比較して統計

的に有意※に低くなる（odds比0.70倍）.

· 幼少期に身体的・心理的虐待を経験すると,  成人後の幸福感がこの経験をしていない人と比較して低く

なる（身体的虐待：odds比0.73倍,  心理的虐待：odds比0.92倍）.

· その他,  親の離婚,  親の戦争出兵などの逆境経験との関連は見られなかった.

ことが明らかになった. 幼少期の逆境経験は成人後の幸福感に強く影響するため,  これらの逆境経験を予防する

介入や逆境経験の影響を最小限に抑えるための介入をする必要がある.  

統計的に有意※：偶然のためにたまたま観察される確率を計算したところ５％未満でした.  

お問合せ先：東京医科歯科大学 医歯学総合研究科 国際推進医学分野 奥園桜子 

sakurako.okuzono@gmail.com 
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■背景

幼少期の逆境経験は,  成人後の生活習慣病の発症や精神疾患発症の健康リスクを高めることが示されている.

これまで健康リスクに着目して幼少期の逆境経験との関連を検討した研究は多くあるが,  病気の発症とは異なる

視点の精神的健康の一つである幸福感に着目した研究は少ない. 幸福感が高いことは多くの疾患のリスクを減らす

ことが示されていることから,  幸福感に着目することは重要である. 本研究では,  幼少期の逆境経験と成人後の

幸福感の関連を検証した.  

■対象と方法

日本老年学的評価プロジェクト(Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES)の2016 年横断調査データを分

析した. この調査では,  日本の65歳以上の高齢者に自記式調査票を郵送し,  幸福感を含む調査票に対して

114,234名から回答を得た. このうち,  幼少期の逆境経験について回答している者13,238名を対象とした. 幼少

期の逆境経験は,  18歳までに「経済的貧困」「家庭内暴力の目撃」「身体的虐待」「心理的虐待」「親の離婚」を経

験したかどうかを使用した. それぞれの逆境経験について,  「経験あり」「経験なし」の2群に分けた変数を作成した. 

幸福感は,  「あなたは現在どのくらい幸福ですが？」という質問に0から10の11段階評価で回答したものを「全体の

平均評価よりも幸せな人」「全体の平均評価よりも不幸せな人」の2群に分けて使用した. 年齢,  性別,  所得,  う

つ傾向,  生活自立度,  教育歴を調整した多変量ロジスティック回帰分析を実施し,  幼少期の逆境経験と成人

後の幸福感の関連を検討した.  

■結果

18歳までに経済的貧困,  家庭内暴力の目撃,  身体的虐待,  心理的虐待,  親の離婚を経験した人数は以下

の通りだった（「経済的貧困(有：5,690,  無：7,611)」「家庭内暴力の目撃(有：560,  無：12,678)」「身体的虐待

(有：159,  無：13,088)」「心理的虐待(有：752,  無：12,512)」「親の離婚(有：406,  無：12,829)」）.  

 多変量ロジスティック回帰分析の結果,  幼少期に経済的貧困,  家庭内暴力の目撃を経験すると,  成人後の

幸福感がこの経験をしていない人と比較して有意に低くなることが明らかになった. (経済的貧困：odds比0.74, 

95%CI 0.68-0.81,  家庭内暴力の目撃：odds比0.70,  95%CI 0.57-0.85). ,  身体的・心理的虐待を経験した場

合は,  この経験をしていない人と比較して,  成人後の幸福感が低くなることが明らかになった. この結果は,  経験

人数が少なかったため（身体的虐待4.23%,  心理的虐待5.67%）有意ではなかったが,  限りなく有意に近いと考え

られる（身体的虐待：odds比0.73,  95%CI 0.51-1.05,  心理的虐待：odds比0.92,  95%CI 0.77-1.1）. また, 

親の離婚との関連はみられなかった.  

■結論

幼少期の逆境経験は,  成人後の幸福感に影響していた. 本研究は横断調査のデータを使用しているため,  今後

縦断調査のデータを使用して研究を実施する必要があるものの,  幼少期の逆境経験の予防及び疾患を発病に関

わらず逆境経験を受けた人への介入の必要性が明らかになった.  
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（４） 

子どもの頃に家庭内暴力や親から愛されてい

ない経験があると要介護リスクが高い 

子どもから青年期の経験が,  要介護リスクも影響を及ぼすのでしょうか. 本研究では,  日本の高

齢者約２万人を対象とした追跡研究を用いて,  １８歳になるまでの間に経験したことと要介護リスクと

の関係を調べました. その結果,   

 「父親が母親に暴力をふるっていた」の問いに

「はい」の人は「いいえ」の人に比べて1.4倍 

 「親にひどく殴られてケガをした」の問いに

「はい」の人は「いいえ」の人に比べて1.7倍 

 「親から愛されていると感じていた」の問いに

   「いいえ」の人は「はい」の人に比べて1.2倍 

要介護リスクが高いことがわかりました.  

 

年齢,  性別,  身長,  子どもの頃の経済状況,  教育歴,  現在の経済状況,  就労,  婚姻,  世

帯状況の影響を調整しています. 2013年から３年の間に要介護１以上または死亡となるリスクを示し

ています. ＊は統計的に有意な関連があったことを示しています.  

お問合せ先： 東京医科歯科大学医歯学総合研究科国際健康推進医学分野 谷 友香子

tani.hlth@tmd.ac.jp 

18 歳になるまでに家庭内暴力があると要介護リスクが 1.4～1.7 倍
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■背景

子どもから青年期の経験が,  要介護リスクにも影響を及ぼすのでしょうか. そこで,  本研究では日本の高

齢者を対象として,  １８歳になるまでの経験と要介護リスクとの関係を調べました. 

■対象と方法

2016年に実施したJAGES（Japan Gerontological Evaluation Study, 日本老年学的評価研究）調査に参加

した65歳以上の高齢者のうち,  １８歳までの間に経験したこと（７項目）の情報が得られており,  歩行・入浴・

排泄に介助が必要な人を除いた15,385人のデータを使用しました. １８歳までの間に経験したことは「あなた

が１８歳になるまでの間に以下の経験をしたことがありましたか」の問いに対して,  「親が亡くなった」,  「親が

離婚した」,  「親が精神疾患を患っていた」,  「父親が母親に暴力をふるっていた」,  「親にひどく殴られてケ

ガをした」,  「親から愛されていると感じていた」,  「親から傷つくことを言われたり侮辱されたりした」の７項目に

ついて「はい」または「いいえ」で回答してもらいました. 要介護リスクは,  2013年から2016年までの３年間の

間に要介護１以上または死亡となるリスクとしました. 年齢,  性別,  身長,  子どもの頃の経済状況,  婚姻

状況,  世帯状況,  教育歴,  現在の経済状況,  就労状況の影響を調整して,  統計学的な評価を行いま

した.  

■結果

「親が亡くなった」に「はい」と回答した人の割合が22%(3,430人),  「親が離婚した」に「はい」と回答した人の

割合が1.8%(282人),  「親が精神疾患を患っていた」に「はい」と回答した人の割合が0.7%(111人),  「父親

が母親に暴力をふるっていた」に「はい」と回答した人の割合が3.6%(555人),  「親にひどく殴られてケガをし

た」に「はい」と回答した人の割合が1.2%(181人),  「親から愛されていると感じていた」に「いいえ」と回答した

人の割合が12%(1,846人),  「親から傷つくことを言われたり侮辱されたりした」に「はい」と回答した人の割合が

5.1%(781人)でした.  

要介護リスクとの関連は,  「父親が母親に暴力をふるっていた」の問いに「はい」の人は「いいえ」の人に比べ

て1.4倍,  「親にひどく殴られてケガをした」の問いに「はい」の人は「いいえ」の人に比べて1.7倍,  「親から愛さ

れていると感じていた」の問いに「いいえ」の人は「はい」の人に比べて1.2倍要介護リスクが高いことがわかりまし

た.  

■結論と本研究の意義

子どもから青年期にかけて家庭内での暴力や親から愛されていないといったつらい経験をしていることが要

介護リスクにも影響する可能性が示唆されました. この結果より,  高齢期の健康を考える上では,  大人や高

齢期になってからの環境だけでなく子ども期の環境の影響も考慮することが重要と考えられます.  

■謝辞

本研究は日本老年学的評価研究プロジェクトのデータを使用してまとめました.
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5. 健診データの結果

 22 市町の自治体からご提供いただいた特定健康診査データと JAGES2016「健康とくらしの調査」を

もとに、全 22 市町を対象とした地域相関分析と 9 市町を対象とした地域相関分析を行った. 
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6. 第 1 回保険者共同研究会で要望が出た分析の結果

65 歳以上の女性がイヌを飼うと, 

うつ発症リスク 8割減,認知機能低下リスク 6 割減 

高齢者がイヌを飼育することにより,  うつ発症や認知機能低下が防げるかを検証しまし

た.  

海外では,  ペットとりわけイヌの飼育が飼育者の健康を改善するという報告があります. 

重度のうつ発症リスク（961人対象）について,  ペットを何も飼っていない場合に比べて, 

女性がイヌを飼っていると4年後のうつ発症リスクが低いことが認められました. また, 

重度の認知機能低下（1,093人対象）についても,  女性でのみ,  ペットを何も飼わない場

合と比べて,  4年後の認知機能低下リスクが低いことが確認されました. 男性では,  逆に

このような違いは確認されませんでした. 高齢の女性では,  イヌを飼うことで将来の認知

機能低下や深刻なうつの予防が期待できそうです. 

 

分析担当者  久留米大学 大学院医学研究科 野村 一暢 
 大阪大学 大学院医学系研究科 安藤絵美子 

お問合せ先： 大阪大学 大学院医学系研究科 社会医学講座 環境医学 安藤絵美子 
emikoando@envi.med.osaka-u.ac.jp 
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※年齢,  所得,  教育年数,  世帯構成,  就業状況,  体の健康度合い,  社会活動等の影響を考慮した解析を実施
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■背景

海外では,  ペットの飼育とりわけイヌの飼育が飼育者の健康状況を改善することが報告されている. わ

が国でとりわけ注視されている高齢者の健康,  なかでも認知機能とこころの健康にも,  イヌの飼育は

影響するか検討した.  

■対象と方法

日本老年学的評価研究(Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES)プロジェクトのデータを

使用した. 要介護認定を受けていない65歳以上2,950人のアンケート結果（2006年と2010年に実施）

を解析した. 2006年調査時点で「イヌを飼っている」「ペットを飼っていない」と答えた者の性,  年齢,  

体の健康状況,  経済状況,  就労状況などイヌを飼育するのに関係するとされる要因を用いて「イヌを飼

う確率」を算出,  その逆確率を各群に乗じてイヌ飼育. 「生きているのがむなしいように感じますか」

「なにか悪いことが起こりそうな気がしますか」などのうつ尺度の2010年調査での合計得点が,  

2006年に比べ10ポイント以上上昇した場合をうつ発症,  同様に「今日の日付がわからなかったことが

あるか」などの認知機能に関する質問の得点が２-3ポイント低下した場合に認知機能低下と定義した. 

■結果

うつ発症については,  2006年の初回調査時点で,  すでにうつ症状や認知機能低下が認められた者など

を除く961名を解析対象とした. イヌを飼育者は155名（16.1%）,  ペットの飼育無し者は806名

(83.9%)であった. イヌの飼育に関連すると考えられる変数を用いてイヌ飼育確率を計算し,  その逆確

率を各グループに乗じることによって,  両グループのイヌ飼育以外の条件を整えた. 解析の結果,  女性

のみで,  ペット未飼育者に比べ,  イヌ飼育者における初回調査から４年後（2010年調査）の新規うつ

発症リスクが低いことが認められた（＊）. また,  認知機能低下発症（解析対象1,093名）についても, 

女性においてのみで同様の傾向が認められた. 男性では,  イヌ飼育者でのリスク増加が認められたが, 

統計学的には偶然である可能性が排除できなかった.  

＊そのような結果が,  偶然のために観察される確率が５％未満であること 

■結論

わが国では,  女性においてのみ,  イヌを飼うと認知機能低下やうつ発症予防など,  高齢者が精神的に

いきいきと暮らす効果があるのかもしれない. ただし,  男性では,  偶然である可能性が残るもののかえ

ってリスクの上がる懸念もある. 今後はこのような男女差がなぜ起こるのかメカニズムを検討する必要

がある.  

■本研究の意義

- 女性においてのみ,  イヌを飼育するとうつの新規発症や認知機能低下が起こりにくい可能性がある. 

- しかし,  効果には男女差がある可能性も否定できない.  

■謝辞

「本研究は,日本老年学的評価研究 (the Japan Gerontological Evaluation Study, JAGES) プロジェクトのデータを使用し, 私立大学戦略的研究基盤

形成支援事業(2009-2013), JSPS 科研費(JP22330172, JP22390400, JP23243070, JP23590786, JP23790710, JP24390469, 

JP24530698, JP24683018, JP25253052, JP25870573, JP25870881), 厚生労働 科学研究費補助金(H22-長寿-指定-008, H24-循環器

等[生習]-一般-007, H24-地球規模 -一般-009, H24-長寿-若手-009, H25-健危-若手-015, H26-医療-指定-003[復興] , H25-長 寿-一般-003, 

H26-長寿-一般-006), 国立研究開発法人日本医療開発機構(AMED)長 寿科学研究開発事業, 国立研究開発法人国立長寿医療研究センター長寿医療研究開 

発費(24-17,24-23)などの助成を受けて実施した.記して深謝します.
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自助力の高い人は,  自宅看取りを希望する

厚生労働省は,  超高齢社会における地域包括ケアシステムの構築にあたり,  住民の自助力向

上の重要性と最期まで安心して過ごせる終末期ケア体制の充実を挙げています. 「自助」とは,  健

康意識の高さ,  運動や食事や検診受診などの健康行動をとること,  ボランティアや地域活動への

参加などの社会参加を積極的に行っていることなどが挙げられます. そこで,  「在宅看取りの希望」

と,  「その人の自助」との関連を明らかにすることを目的に,  38自治体の23,651人のデータを用い

て,  分析を行いました. その結果,  自宅看取りを希望する人は,  かかりつけ医をもっていること, 

健康状態がよいと自覚していること,  ボランティアや地域活動の運営に参加していること,  徒歩時

間が1日30分以上あること,  が明らかとなりました. これらの結果から,  自助力の高い人,  すなわ

ち,  健康意識を高く持ち,  健康行動をとり,  社会参加を積極的に行う人が増えることで,  自身や

自身の住む地域に対する主体性が高まり,  その結果,  自宅看取り希望者も増えていくという方向

性が示唆されたと考えます.  

お問合せ先：大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 地域包括ケア学・老年看護学研究室 

 福井小紀子 sfukui@sahs.med.osaka-u.ac.jp 

共同研究者：藤田淳子（順天堂大学）,  岡本有子（日本赤十字看護大学）,  石川孝子（上智大学） 
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経験を他者に伝える・収入のある仕事のいずれかに

関わりありと回答したものをカウントした）
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30分以上である人

は、1.07倍自宅で

の最期を希望

一日の徒歩時間

最期を自宅で迎えたい人の

自助の行動 

・かかりつけ医がいる 

・主観的健康状態がよい 

・地域活動の運営に参加 

・ボランティアに参加 

・徒歩時間 1 日 30 分以上 

※調整変数は性別と年齢とした 



75 

■背景

高齢者の健康に関する意識調査によると,  最期を迎える場所として,  半数以上が自宅を希望している. し

かし,  実際には在宅死の割合は低く,  自治体間の差も大きい. では,  最期の場所に自宅を希望するかどう

かにはどのような要因が関連しているのであろうか. これまでの研究からは,  希望する最期の場所には,  年

齢,  性別,  介護の経験,  家族の負担への懸念など個人的背景が影響していることが明らかとなっている. 

一方,  近年,  最後まで住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう地域包括ケアシステムの構築が求め

られており,  そのひとつとして,  住民が自分の健康を守る「自助」の必要性があげられている. そこで,  本研

究では,  希望する最期の場所と,  高齢者の自助との関連について検討することを目的とした. 多様な角度

から,  希望する最期の場所と関連する要因を明らかにすることで,  住民の特徴に合わせた地域包括ケアシ

ステム構築への一助となるのではないかと考える.  

■対象と方法

2016年度に65歳以上の要介護認定を受けていない方を対象に行われた,  日本老年学的評価研究

(Japan Gerontological Evaluation Study: JAGES)プロジェクトに参加した38市町村の住民が対象である（配布

数276,469,  回収数194,352,  回収率69.5%）. 調査対象の全体の約1/8に配布された看取りに関する設

問の含まれた質問紙に回答した23,657人のうち,  希望する最期の場所について回答した23,651人（男性

10,684人,  女性12,443人, 

不明524人）分のデータを用いた. 希望する最期の場所の種類は「自宅」「病院」「ホスピス・緩和ケア病棟」

「老人ホームなどの福祉施設」「高齢者向けのケア付き集合住宅」「わからない」であり,  「自宅と回答した人

（以下,  自宅）」と「自宅以外を回答した人（以下,  自宅以外）」を比較した. . 自助の要因は,  主観的健康

観,  検診受診の有無,  食事行動,  外出頻度,  徒歩時間,  健康情報への関心,  かかりつけ医の有無, 

医師への相談ができるかどうか,  趣味の有無,  ボランティア参加,  老人クラブ参加,  地域活動の運営であ

った. 性別と年齢は調整変数として用いた. 分析方法は,  最期の場所の希望が「自宅」「自宅以外」と,  自

助の要因との関連についてロジスティック回帰分析を行った.  

■結果

希望する最期の場所として,  「自宅」は,  7,659人（32.4％）,  「自宅以外」は15,992人（67.6％）であった.

「自宅」と回答した人に関連する自助の要因は,  かかりつけ医がいる（オッズ比：95％信頼区間,  1.53：

1.42-1.65）,  健康状態がよいと自覚している（1.24：1.14-1.34）,  地域活動の運営に携わっている（1.14：

1.07-1.22）,  ボランティア参加あり（1.09：1.00-1.17）,  徒歩時間が1日30分以上（1.07：1.00-1.15）であ

った.  

■結論

自助力の高い人,  すなわち健康意識が高く, 健康行動をとり, 社会参加を積極的に行う人が増えることで,

自身や居住地域に対する主体性が高まり, 結果, 自宅看取り希望者も増える方向性が示唆された. 

■本研究の意義

先行研究では,  希望する最期の場所には, 年齢, 性別, 介護経験, 家族の介護負担への遠慮などの「そ

の人の個人的背景」を中心とした関連要因が調べられてきたが, 今回は, 「自助」という自身の意識や行動レ

ベルでの関連要因を導くことができた. 社会参加を積極的に行う元気高齢者を増やすことで,  在宅看取りの

増加も期待できる結果が得られた.  
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巻末資料 

「健康とくらしの調査」保険者共同研究会
第１回を２０１７年６月２０日（火）, ２７日（火）, 第２回を７月２５日（火）, ２８日（金）に, 東京

大学・日本福祉大学にてJAGES2016年度調査にご協力いただいた保険者との共同研究会を行った. 第１回, 

第２回ともに, ３０を超える自治体から約６０名の保険者担当者の方々が出席した. 研究者も２０名弱参加

し,  今回の調査データを保険者としてどのように活用するかなど, 活発な議論が行われた. 参加者の方から

は,  

「JAGESの調査も回を重ねるごとにほしい情報の形になってきている. これからも頑張ってほしい」  

「住民の方々とのディスカッションのネタにすることができとても助かっている」  

「こうしたデータをもらうだけでは不十分で, どのように各保険者が活かすかが問題. 今後は各保険者でどの

ように活用しているかの事例をもっと知りたい」  

など,  活発なご意見をたくさんいただいた.   

次ページ以降に, ２回の研究会のタイムテーブルと研究会参加者アンケートの集計結果を掲載する. 

保険者共同研究会 会場の様子 
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第 1回タイムテーブル（2017 年 6 月 20 日/27 日） 

2017 年度第 1回保険者共同研究会タイムテーブル 
【 6 月 20 日（火）東京 ・ 6 月 27 日（火）名古屋 】 

10：30-11：30 オリエンテーション＆厚生労働省の政策動向 

○オリエンテーション（30 分）

①参加者紹介 近藤克則

②本研究会の位置づけと本日の流れ 近藤克則

③地域包括ケアをめぐる厚生労働省の政策動向 服部真治

○グループワーク 1：介護予防・生活支援を巡る第 7 期に向けた検討課題

（グループワーク 20 分 ＋ 発表 10 分） 

11：30-12：30 市町村の特徴を見出す：JAGES データの市町村間比較から 

④市町村間比較／地域診断書の見方（10 分）宮國康弘

－休憩・市町村間比較／地域診断書の体験－（10 分） 

○グループワーク 2：市町村村間比較による地域診断（課題と強みの抽出,  感想と改善要望）

（グループワーク 25 分 ＋ 発表 15 分） 

12：30-13：30 昼食・休憩・市町村間比較／地域診断書の体験 

13：30-14：25 重点対象地域を見出す：小学校区・包括区間の比較から 

⑤市町村内比較の見方（15 分）宮國康弘

○グループワーク 3：市町村村内比較による地域診断

（課題と強みの抽出,  感想と関連要因の仮説の抽出） 

（グループワーク 30 分 ＋ 発表 10 分） 

14：25-15：15 介護予防の手がかり抽出 

⑥手がかり発見システムの使い方・見方（15 分）宮國康弘

⑦所見：主な研究成果から（15 分）辻大士

－休憩・手がかり発見システムの体験（20 分） 

15：15-16：30 今後の展開とまとめ 

○グループワーク 4：検証仮説と追加指標・分析の提案

（グループワーク 30 分 ＋ 発表 10 分） 

○総合討論：全体の感想と第 2 回に向けての要望（30 分）

○まとめ（5 分）

16：30- 

⑧アンケート記述+個別相談など

17：00- 懇親会 

※内容や時間配分については目安です. 変更されることがありますこと,  ご了承下さい. 
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第 1回アンケート集計結果 

「健康とくらしの調査」 
第 1 回保険者共同研究会 

アンケート集計結果 
2017 年 6 月 20 日（火）/27 日（火） 

JAGES プロジェクト 

目的・対象・方法
 以下の 2 点を目的

―保険者共同研究会のプログラム内容について,よかった点や 
改善点を把握する 

―介護保険者の担当者からみた意見,改善点等を把握する 

 2017 年 6 月 20 日（火）/27 日（火）に実施した
《2017 年度 JAGES「健康くらしの調査」保険者共同研究会》
に参加した 32 保険者 62 名の担当者を対象

 共同研究会終了後,  アンケート調査を実施
―56 名から回答を得た(回収率 90.3％) 



79 



80 



81 



82 



 

83 
 

 



84 



85 



 

86 
 

 



87 



 

88 
 

 



89 



90 



91 



92 



93 



94 



95 



96 



97 



98 

第 2回タイムテーブル(2017 年 7 月 25 日/28 日) 

2017 年度 第 2回保険者共同研究会タイムテーブル 

【 7 月 25 日（火）東京 ・ 7 月 28 日（金）名古屋 】 

10：30-11：15 地域診断から見えた課題の共有 

○参加者紹介と本日の流れ・本研究会の位置づけ

一般介護予防事業の評価について・ご要望のあった追加分析結果（15 分）

○グループワーク 1：課題報告：地域診断に基づく介護予防・生活支援を巡る

各保険者の課題（20 分+発表 10 分） 

11：15-11：25 休憩 

11：25-12：15 「介護予防のための地域診断データの活用と組織連携ガイド」の活用 

○「地域づくり型介護予防」の推進に役立つ分析結果報告（10分）

○「介護予防のための地域診断データの活用と組織連携ガイド」の説明（15 分）

○グループワーク 2：各市町村でのガイドの活用について（15分+発表 10分）

12：15-13：15 昼食・ランチョンセミナー 

○サロン紹介動画放映,  サロン参加者登録システム紹介など

13：15-15：05 地域づくり型介護予防の実践例の紹介 

○各保険者の「地域づくり型介護予防」の取り組み紹介（85 分）

・松戸市：（報告 10分+質疑 5分） 

・御船町：（10分+5 分）  

・神戸市：（10分+5 分） 

・岩沼市：（10分+5 分） 

・東海市：（10分+5 分） 

・全体討論（10 分）：その他の試みの紹介 

○グループワーク 3：感想交流と各保険者における試みの紹介（15分+発表 10分）

15：05-15：20 休憩 

15：20-16：30 今後の展開とまとめ 

〇地域レベルの効果評価と今後の課題（繰り返し調査,  健診データから見えること）（10分） 

○最終報告書のイメージ（10分）

○グループワーク 4：今後の課題と追加分析の要望（20 分+発表 10分）

○総合討論・まとめ：全体の感想と最終報告書に向けての要望（20分）

16：30- アンケート記述+個別面談など 17：30- 懇親会 

※内容や時間配分については目安です. 変更されることがありますこと,  ご了承下さい. 
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第 2回アンケート集計結果 

 

「健康とくらしの調査」 
第 1 回保険者共同研究会 

アンケート集計結果 
2017 年７月 25 日（火）/28 日（金） 

JAGES プロジェクト 

目的・対象・方法
 以下の 2 点を目的

―保険者共同研究会のプログラム内容について, 
よかった点や改善点を把握する 

―介護保険者の担当者からみた意見,改善点等を把握する 

 2017 年 7 月 25 日（火）,27 日（金）に実施した
《2017 年度 JAGES「健康くらしの調査」保険者共同研究会》
に参加した 32 保険者 65 名

 共同研究会終了後,  アンケート調査を実施
―44 名から回答を得た(回収率 66.7％) 
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マスコミでの主な記事・コメント等 

1. 公益財団法人日本レクリエーション協会の機関誌 Recrew 2017 年 8 月 678 号、「運動は『1人で』

のみ行うより家族や友人と『一緒に』行う方が健康を実感」で紹介されました 

・「憩いのサロン」参加で認知症リスク 3割減（引地博之） 

・運動で死亡リスク減↓ 「1人で」するより、誰かと「一緒に」（金森悟） 

・笑わない人は脳卒中リスク 1.6 倍増（近藤尚己） 

2. THE WALL STREET JOURNAL.で岩沼プロジェクトの成果が紹介されました（2017.8.17 10：21） 

Social Ties Are Key for Survivors of a Disaster 

In the aftermath of the 2011 tsunami, studies show that how people are relocated can 

affect their recovery.  

3. 神戸新聞朝刊で紹介されました（2017.8.9） 

「ＷＨＯ神戸と国立長寿研高齢者政策で共同研究」 

4. 産経ニュース WEB 版で紹介されました（2017.8.3 13：00） 

【ゆうゆうＬｉｆｅ】 

「要介護にならない団地」若葉台団地（横浜市） ジョギングや英会話…活発な住民活動で健康イ

キイキ（全 5ページ）（金森悟） 

http://www.sankei.com/life/news/170803/lif1708030017-n1.html 

5. 朝日新聞朝刊，朝日新聞デジタル WEB で武豊サロン，松戸プロジェクト，要支援・要介護リスク尺

度が紹介されました（2017.8.2 6：00 田村建二＝朝日新聞記者編集委員） 

「人のため」で老後いきいき（竹田徳則，近藤克則，辻大士） 

http://www.asahi.com/articles/ASK815V8WK81UBQU01B.html?iref=com_api_spe_oitop 

6. 日本経済新聞 WEB で紹介されました（2017.8.1 12:29） 

集団移転でつながり強化 仮設入居、認知機能維持も（引地博之） 

http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG26HG2_R00C17A8CR0000/ 

7. 岩手日報（岩手）、秋田魁新報（秋田）、河北新報（宮城）、東京新聞、京都新聞（京都）、愛媛

新聞（愛媛）、四国新聞（香川）いずれも７月２７日朝刊で紹介されました（2017.7.27） 

高齢者集団移転つながり強まる 震災でハーバード大認知機能維持も（引地博之） 

8. ＮＨＫ ＮＥＷＳ ＷＥＢで紹介されました（2017.7.23 5:56） 

震災後に仮設入居の高齢者うつ発症傾向が２倍に（佐々木由理） 

http://www3.nhk.or.jp/news/html/20170723/k10011069861000.html?utm_int=news_contents_news

-main_006 

9. 東武よみうり新聞（越谷市など 6市町村の読売新聞販売店からの読売新聞の折り込み等で配布）で

JAGES の研究成果が紹介されました（2017.7.17） 

埼玉県立大学教員によるリレーコラム【県立大発！耳より健康情報】 

仲間づくりで介護予防 「高齢者の“健康づくり”のヒント」 

10. 日経メディカル WEB で紹介されました（2017.7.11 加納亜子＝日経メディカル） 

特集◎認知症は減らせる《プロローグ》 

日本でも「認知症が減る日」は本当に来るのか（竹田徳則） 
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http://medical.nikkeibp.co.jp/leaf/mem/pub/report/t293/201707/552005.html 

11. @nifty ニュース・Excite.ニュース・Infoseek 楽天 NEWS で紹介されました（2017.6.29 11:06）

自分の歯が多く保たれている高齢者は健康寿命長く、要介護日数短い（松山祐輔）

https://news.nifty.com/article/technology/techall/12158-1644715/

http://www.excite.co.jp/News/it_biz/20170629/Cobs_1644715.html 

https://news.infoseek.co.jp/article/mynavi_1644715/ 

12. 日経グッデイ記事「カラダにいい情報」で紹介されました（2017.6.29）

健康の背景に「生きがい」（JAGES プロジェクト）

http://www.nikkei.com/article/DGKKZO1824982029062017NZBP00/

13. 日本経済新聞電子版で紹介されました（2017.6.28 17:35）

東北大、高齢期に保持できている歯の本数が多い人は健康で長生きであることを発表（松山祐輔）

http://www.nikkei.com/article/DGXLRSP449543_Y7A620C1000000/

14. 南信州新聞「日言」で紹介されました（2017.6.5）

「高齢者が気づかぬうち糖尿病のリスクが減るよう、坂道を配置した町づくりができたら」（藤原

武男）

15. 日経グッデイ記事「転びやすい町、転びにくい町」掲載開始しました（2017.6.2 金沢明＝医学ライ

ター）

16. 「要介護のリスクを予測」, NHK NEWS WEB 東海 NEWS WEB, 2017.5.22.

17. http://gooday.nikkei.co.jp/atcl/report/14/091100031/052200479/

18. 高齢者 20万人研究で分かった「転びやすい町、転びにくい町」最大 4倍の「転倒格差」はどこから

生まれるか（近藤克則）

19. 「5 年後,  認知症になる確率は？ チェックリストで確認」, 日経電子版 Gooday, 2017.5.16

20. 「＜糖尿病＞坂道の街はリスク減,  無意識に運動増 研究発表」, BIGLOBE ニュース毎日新聞,

2017.5.9. 
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【研究課題名】子ども期の逆境体験の長期的健康影響に関する日英比較 

【研究代表者】長幡友実（研究機関：東海学園大学） 
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【研究課題名】ロコモティブシンドロームに関連する社会経済的背景の探索と予防介入プログラム 
の開 

【研究代表者】林尊弘（研究機関：名古屋大学） 

【研究課題名】地域づくりによる転倒予防戦略の開発に向けた研究 

【研究代表者】山口美輪（研究機関：国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所） 

【研究課題名】食環境、散策場所の環境と健康指標との関連 

 

6. 挑戦的萌芽 

【研究代表者】斉藤雅茂（研究機関：日本福祉大学） 

【研究課題名】社会福祉領域における実践・行政・調査ビッグﾃﾞｰﾀの構築とプログラム評価 

 

 

日本医療研究開発機構関連研究費 

7. AMED 

【研究代表者】近藤克則（研究機関：千葉大学） 
【研究課題名】地域づくりによる介護予防を推進するための研究 
【研究代表者】近藤克則（研究機関：千葉大学） 
【研究課題名】介護予防医政策へのパーソナルヘルスレコード（PHR）の利活用モデルの開発(2) 
 
8. AMED長寿科学研究開発事業 
【研究代表者】近藤尚己（研究機関：東京大学） 
【研究課題名】データに基づき地域づくりによる介護予防対策を推進するための研究 
 

9. AMED『統合医療』に係る医療の質向上・科学的根拠収集研究事業 

【研究代表者】湯川慶子（三澤仁平） 

【研究課題名】国内外における統合医療の利用提供実態および健康被害の調査と社会的決定要因分
析 

 
 
その他研究助成 
10. 老人保健事業推進費等補助金 
【研究代表者】近藤克則（研究機関：千葉大学） 
【研究課題名】一般介護予防事業評価事業の評価指標の確立と地域診断への応用に関する研究調査

事業 
 
11. 公益財団法人ロッテ財団奨励研究助成 
【研究代表者】谷友香子（研究機関：千葉大学） 
【研究課題名】食環境が高齢者の健康に及ぼす影響に関する横断的検討 
 
12. 受託研究(National Institute of Health) 
【研究代表者】Ichiro Kawachi（研究機関：Harbard T.H.Chan School of Public Health） 
【研究課題名】Impact of social recovery after earthquake and tsunami. 
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